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1. 有識者発表資料 
1.1  第 2 回委員会 東京大学生産技術研究所次世代 

モビリティ研究センター特任講師 伊藤昌毅氏 発表資料 
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資料１

2020年 9月11日

第2回 新しいモビリティサービスの実現方策検討委員会

標準的なバス情報フォーマット（GTFS-JP）
その経緯、最新状況、可能性

東京大学 生産技術研究所
伊藤昌毅

伊藤 昌毅
• 東京大学 生産技術研究所 特任講師

– ユビキタスコンピューティング
– 交通情報学

• 経歴
– 静岡県掛川市出身
– 2002 慶應義塾大学 環境情報学部卒
– 2009 博士（政策・メディア） 指導教員： 慶應義塾大学 徳田英幸教授
– 2008-2010 慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科 特別研究助教
– 2010-2013 鳥取大学 大学院工学研究科 助教
– 2013-2019 東京大学 生産技術研究所 助教
– 2019- 現職

• 委員（国土交通省）
– バス情報の効率的な収集・共有に向けた検討会 座長
– 公共交通分野におけるオープンデータ推進に関する検討会 委員
– MaaS関連データ検討会 委員
– 交通政策基本研究小委員会 委員 他

• 委員（その他）
– 経済産業省 官民データの相互運用性実現に向けた検討会 座長
– 沖縄 観光2次交通の利便性向上に向けた検討委員会 委員長 他
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標準的なバス情報フォーマットのオープンデータ整備が進行中
バス業界において「標準化」「オープン化」が同時に進行中

路線 時刻 運賃 リアルタイム

「標準的なバス情報フォーマット」（世界標準のGTFS互換）でデータ整備

3
乗換案内・MaaS サイネージ・印刷物等 交通分析・計画

•
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2018年7月：23

2019年2月：90

2018年11月：30

2019年7月：126

オープンデータとして自社などのWebページで公開

• Webページからデータを誰でもダウンロード出来るように
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GTFS-JPにはCSVファイル形式で以下の情報が格納

• 事業者データ
• バス停データ
• 路線データ
• 時刻表データ
• 路線図（緯度経度）データ
• など

GTFSリアルタイム（バスロケ）提供も増加中（28事業者）

• 便ごとのバス停通過時刻、緯度経
度情報などをリアルタイム公開

• 混雑情報も追記可能
– 2020年7月より宇野バスが対応

• Protocol Buffer形式

6



2020年： 都バス・横浜市営バスの
GTFS-JP・GTFSリアルタイムデータ公開

• 公共交通オープンデータ協議会（坂村健会長）
による取り組み
– 公共交通オープンデータセンター

• 都バスは、Google Mapsでバスロケを考慮し
た検索が可能に

2019年3月

GTFSデータ整備状況: 273事業者の内訳

• 路線バス事業者： 全体の約2割
– 一部地域で民間・公営事業者を含めたGTFSオープンデータ整備が進む

• 北海道、青森、群馬、富山、山梨、和歌山、岡山、佐賀、熊本、沖縄など
• 計画中の事業者も少なくない

– 一部の大規模事業者は自前データ作成、Google提供（有償含む）
– 様子見の事業者も多く、大都市部は進まず

• コミュニティバス：全体の約2割
– 県や市の事業でデータ整備推進

• 北海道、群馬、富山、静岡、愛知、岐阜、高知、福井、福岡、沖縄など
• 本年度事業で整備計画中の県も複数あり

– 地域的な偏りも大きいが格差は埋まりつつある

10
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データ整備のこれまでの特徴

• 低予算でコミュニティ主体
– ツールやプラットフォームはコミュニティで開発
– 官民連携の新しいモデルになり得る動きではないか

• ITが得意ではないはずの業界が主体的に実行
– 地方や中小規模の公共交通事業者が積極的に取り組む
– 人材発掘。地域ごとにリーダーが生まれる状況

• 民間企業なのに「オープンデータ」が受け入れられる
– 商用利用も含め無償提供、用途に制限を設けない
– イノベーション促進などのために行政において官民データの活用が推進中

• 明確な利用シナリオ
– Google Mapsという確かなアウトプットからサイネージなどに発展

11

経緯
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• 違い
– スマホがなかった→MaaSなど活⽤が拡がる
– オープンデータの考え⽅が⼀般的でなかった

国土交通省「公共交通データ標準」

• 自動車交通局により策定
• 委員長: 中村文彦教授（横浜国大）
• 2001年度「公共交通情報データ標
準 (XML1.0 版)」 

• 2006年度「公共交通情報データ標
準 (XML1.1 版) 」
– バスロケーションシステムへの対応
– 伊予鉄において実証実験

• データ作成支援ツールを開発
– 2016年頃国交省内で捜索したが見つからず

http://www.mlit.go.jp/jidosha/busloca/index.html
事務局： 財団法人運輸政策研究機構

目指していた世界は
「標準的なバス情報フォーマット」とおなじ

9



GTFS: Googleによるデファクト
スタンダードが出発点

• 2005年オレゴン州ポートラン
ドの公共交通事業者とGoogle
によりGTFSという標準規格が
作られた
– 2010年前後から米国で普及
– オープンデータとして公開

• 現在はGoogleの手を離れ、世
界中でデータが作られている

http://qiita.com/niyalist/items/5eef5f9fef7fa1dc6644

2014年～ 静岡県でコミュニティバスのオー
プンデータ化の取り組み
• 県庁、市役所、地元IT企業等とGTFS、GTFSリア
ルタイムによるオープンデータ化を実現
– Google Mapsへ提供可能に

• アイデアソン、ハッカソンで地域でのデータ活用
を目指す
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バス情報の効率的な収集・共有に向けた
検討会（2016年12月～2017年3月）
• 事務局： 総合政策局公共交通政策部交通計画課
• 外部委員

– 伊藤昌毅 東京大学生産技術研究所（座長）
– ー川雄一 株式会社構造計画研究所
– 伊藤浩之 公共交通利用促進ネットワーク
– 井上佳国 ジョルダン株式会社
– 遠藤治男 日本バス協会
– 櫻井浩司 株式会社駅探
– 篠原雄大 株式会社ナビタイムジャパン
– 丹賀浩太郎 株式会社工房
– 別所正博 公共交通オープンデータ協議会
– 山本直樹 株式会社ヴァル研究所

2017年3月31日
「標準的なバス情報フォーマット」公開
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2019年3月 標準的なバス情報フォーマット 第2版

• GTFSリアルタイムをベースにバスロ
ケデータの標準化にも対応

• GTFS-JPの改定作業
– 2年経って40項目以上の検討、見直し事項が蓄
積

• 国交省バス情報の静的・動的データ利
活用検討会
– バスロケ事業者も委員に

県によるデータ整備事業

• 佐賀、富山、群馬、沖縄
• その他にも続々と･･･
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九州運輸局によるデータ整備支援事業

• 2019年夏開始
• 宮崎県串間市、やまさ海
運などのデータ支援など
をサポート

標準的なフェリー・旅客船航路情報フォーマット

• 国土交通省海事局内航課に
より船舶向けデータフォー
マット（GTFS互換）が策定
– 受託 ジョルダン株式会社

13



（GTFS-JP）データ整備に関

中心に自然発生的に誕生

開催、関係者への働きかけなどを継続的に

標準的なバス情報フォーマット
広め隊

標準的なバス情報フォーマット広め隊
• 標準的なバス情報フォーマット

わる有志
によるコミュニティ
– 2017年夏頃から、国交省検討会の関係者らを

– 普及に関わるツール開発、勉強会やイベント
実

施
– チャットなどによる活発な情報交換

• 参加者
– 大学研究者
– 乗換案内サービスデータ整備担当
– バス事業者向けツール開発者
– 公共交通コンサルタント
– 交通事業者職員
– 自治体職員 等 20名程度

14



• 西沢ツール
– 伊藤浩之氏開発

フリーのデータ作成ツール開発・提供・利用支援

• 見える化共通入力フォーマット
– 西沢明氏開発
– 約40+自治体・事業者が利用

• 当初は三重県のプロジェクトで利用
– 約33自治体・事業者が利用

その筋屋

• 無償配布されているダイ
ヤ編集システム

• プロ向けシステムと同等
の機能を備え、バス事業
の運営に利用出来る

• GTFS/標準的なバス情報
フォーマット出力機能を
備える
– 42事業者がオープンデータ公
開

http://www.sinjidai.com/sujiya/
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広め隊による講演会・講習会

• 県や運輸局が実施する勉強会に講師として登壇
• 事業者や自治体にツール導入を指南

第3回交通ジオメディアサミット
～東京2020の交通をITで支えるために～
• 2018年9月25日（火） 東大生研 コンベンションホールにて 
230名超の参加者
– 東京2020交通の実務と学のトップ × Google 乗換案内トップ × 国内経路検索3
社経営陣と考える東京オリンピック・パラリンピックの交通情報のあり方

– 路線バスオープンデータの最新情報
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公共交通オープンデータ最前線 in 
インターナショナルオープンデータデイ2019開催
• 2019年3月2日（土） 東大生研 にて
• https://geomedia2020.peatix.com

技術書展6で同人誌を販売
• 公共交通オープンデータの紹介
や、それを利用したプログラミ
ング方法を解説
– GTFSとODPTデータを紹介
– QGIS、SQL、Processing、Lineボット
などで活用

• 122ページの書籍を300部以上
販売

17



国際連携

• GTFSの標準化を進めている
MobilityData.orgと協業
– 日本にてミーティング開催
– 公式Webページの翻訳受託

乗換案内のためのデータ作りから
交通事業者主導の情報発信へ

18



Google Mapsへの掲載

• GoogleはGTFS形式によるオープン
データを推奨
– ほぼ選り好みせずデータを掲載
– 検索の統計情報も公開

• 乗換案内に掲載されていない自治
体やバス事業者が利用促進のため
にデータ整備

• 訪日外国人が利用するのはGoogle 
Maps

サイネージでの活用

19



GTFSリアルタイムで攻めの情報発信

• バスロケやアラートを標準フォーマットで積極公開、利便性向上へ

災害時の公共交通情報発信： スマホで検索するために

• 災害時の公共交通情報発信は紙が主役
– バス停・時刻表に上からかぶせて貼る

• スマホアプリは現状を反映できず
• 事業者による情報発信が出来れば正確性が高まる

– GTFSリアルタイムの機能を用いて減便などに対応可能

• 2018年西日本豪雨の際に
– 広島県・呉市などと共に「災害時の公
共交通情報発信プロジェクト」に参加

– GTFSリアルタイムを標準フォーマット
とする目的の一つに

20



データ活用の拡がり

バスロケーションシステムの基礎データ

• 群馬県・富山県では2018年度整備したデータを活用しバスロ
ケーションシステムの整備を推進
– GTFSリアルタイムデータのオープン化にも取り組む

https://toyama.vtfm.jp https://www.pref.gunma.jp/04/h21g_00088.html

21



• Aa

• 北海道十勝MaaS実証実験の
基盤データの一部はGTFS-JP
オープンデータ

• 小田急＋VAL研究所のMaaS
プラットフォームに採用

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/stk/hokkaido-tokachi-maas.htm
https://www.slideshare.net/KenjiMorohoshi/20200128shikoku-gtfsjp

MaaSの基盤データとして

市民発のアプリも登場

青バスなう！

https://sonohino-kibunshidai.org/aobus_now/

UnoMap

https://play.google.com/store/apps/details?id=work.momizi.unomap&hl=ja

22



地域コミュニティが
データ活用

Code for Saga

富山県資料

行政によるデータ活用：
「地域が自らデザインする地域の交通」

のために

23



• 2020年法改正
で示された方針

• 地域に「デー
タ」という武器
を

https://www.mlit.go.jp/common/001352013.pdf

都バスのサービスレベルを把握するマップを作成

24



高松駅13:00発の到達圏

https://qiita.com/niyalist/items/1d3941761df3969f16a2

運輸行政のデジタル化を目指して
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規制改革推進に関する
答申（2020年7月）
• 内閣府 規制改革推進会議
• 交通事業者のデータ整備・連携
の推進

• 交通事業者から国への申請のオ
ンライン化

– 交通業界におけるDX（デジタルトランス
フォーメーション）推進

日本バス情報協会設立準備中

• 日本バス情報協会(仮)は、バ
ス事業に関するデータの整備、
流通、利活用を推進すること
で、公共交通の発展に貢献し
ます。データの利活用で、バ
ス利用者への情報提供の円滑
化、バス事業の効率化や高度
化、交通政策やまちづくりな
どとの連携を目指します。
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公共交通のデジタル基盤づくりを
着実に進めていきましょう
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1.2  第 3 回委員会 会津若松市地域つくり課 
柏木康豪氏 発表資料 
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1.3  第 3 回委員会 前橋市政策部 交通政策課長 
細谷精一氏 発表資料 
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資料１－２

市内交通ネットワーク再構築と
MaaS環境の構築

前橋市交通政策課

前橋市の交通課題
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市内バス路線の課題 3

平成３０年前橋市地域公共交通網形成策定 4

44



都心幹線 パターンダイヤ化による利便性向上と効率化 5

郊外部から中心部へのアクセス機能の向上

デマンド交通、タクシーの活用策と乗り継ぎ環境の整備
中心部へのアクセス性の向上

6

45



新たなモビリティサービスの導入検討

幹線軸の形成に向けた運転手不足への対応

都心部における自動運転バスを活用した研究
令和２年度は総務省の事業採択を受け、５Ｇ環境下での検証を予定

8

46



ＡＩを活用したデマンド交通の高度化 9

取扱注意 令和２年度前橋版ＭａａＳ実証実験概要 10

【実証実験期間】Ｒ２．１２月下旬～３月を予定

【生活×観光ＭａａＳ】

●ＪＲ東日本観光型の
ＭａａＳと連携
●地元生活者向けの
交通サービスと併せ
ＭａａＳ環境の検証

前橋市新モビリティサービス
推進協議会

【郊外部：ＡＩ配車タクシー】

●デマンド交通の高度化
<ドアツードア型配車>
●公共交通不便地域の解消
<芳賀・富士見地区の一体化>

ＮＴＴドコモ×未来シェア×タクシー協議会

【郊外部：ＭＮＣ×Ｓｕｉｃａ連携】

●ＭＮＣとＳｕｉｃａ連
携に
よる運賃割引を実施
<対象エリア>
・芳賀、富士見
・大胡、宮城、粕川地区
（ふるさとバス）

ＪＲ東日本×ＴＯＰＩＣ×ＮＴＴドコモ

【中心部：デジタルフリーパス】

●中心部を運行するバス、マイバス
の乗り放題チケット
●商業店舗等の特典付き

ＪＲ東日本×バス事業者×ＴＯＰＩＣ

【5G×自動運転バス×ＭＮＣ×顔認証】

●ＭＮＣと顔認証登録で
手ぶらで乗車
●５Ｇを活用した自動運転
バスの検証

<Ｒ3年2月予定 >

群馬大学×ＮＴＴデータ×ＴＯＰＩＣ×日中バス
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ＭａａＳを契機にして 11

競争から共創へ
～共同経営計画策定に向けた調整～
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共同経営化方針
乗合バスの共同経営化方針

中央前橋ライン
30分間隔パターンダイヤ
(10時～16時)

本町ライン
15分間隔パターンダイヤ
(10時～16時)

①まちなかの6社重複区間

13

について、JR両毛線の時刻
にあわせ、等間隔運行化
（6社全体で使いやすい
ダイヤを構成）

②更に運賃定額制を導入し、
回遊性の向上を図る。

実施にあたり、活性化推進法の「利便増進計画」及び独占禁止
法特例法の「共同経営計画」を策定

共同経営化の経過と現状
R1.9 第１回経営者意見交換会

・バス事業の現状と独占禁止法適用除外の動きを共有
・乗合バス事業を統合することが、合理化・効率化の面では理想だが、会社の合併は
各社の考え方があり、困難

・まずは、共同経営の導入も含め、市の網形成計画に基づく交通再編を進める。

R1.12 第２回経営者意見交換会
・福島大学吉田准教授を招へいし、八戸市の事例等について勉強会
・今後本町ラインのダイヤ調整等について、市と6社でワーキングを実施することを確認

R2.2 第1回ダイヤ調整ワーキング
R2.7 第2回ダイヤ調整ワーキング

○バス事業者ダイヤ編成担当者（６社）
○前橋市交通政策課
○群馬県交通政策課
○福島大学吉田准教授

R2.9 第3回ダイヤ調整ワーキング

14

49



3
時

13
時

両⽑線ダイヤ
上り（⾼崎⽅⾯）︓毎時０５分、３５分
下り（桐⽣⽅⾯）︓毎時２２分、５２分 上下合わせて１５分に１本

R3.10予定：前橋駅時刻表のイメージ（６社統合 県庁方面）
0分～15分 16分～30分 31分～45分 46分～59分

10

等間隔運行化イメージ
６社運行ダイヤの調整（等間隔運行化）
現状：前橋駅時刻表のイメージ（６社統合 県庁方面）

0分～15分 16分～30分 31分～45分 46分～59分
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15

30

30

45

45

○各社が個別のダイヤで、一部非効率 ○6社全体のダイヤを調整し、総数を減らして効率化
○利用者にとっても３台つらなった後、しばらくバス ○最大15分待てばバスが来るため、利便性増進
がないという状況

14
時

JRとの結節イメージ

本町ラインも１５分に１本の等間隔運行とし、JRとの乗換え時間を
できる限り短くすることで、MaaS環境のベースを構築。

等間隔運行化に向けた調整 16

・１５分に１本は必ずある
形にダイヤを調整
・１５分の間に５分間隔の
箱を設け、できるだけ５分
単位の運行とする

50



17

18

等間隔運行化に向けた有効化策の検討
前橋駅バスのりばの見直しとわかりやすい案内検討

17

等間隔運行化にあわせ、利用しやす
い形に乗り場を再編

本町ライン経由の系統
1番のりば、5番乗り場
→ 3番乗り場・4番乗り場に集約

GTFSデータを活用したデジタル
サイネージによりわかりやすく
案内

共同経営化 運賃施策の検討（案）
運賃定額制の導入

R2年度 MaaS実証実験において、MaaSアプリを活用して実施

18

既にある都心幹線区間を含む共通運賃区
間における乗り放題チケットをMaaSアプリに
より販売（定額制区間については検討中）

既に1カ月、3カ月の6社共通定期券
が導入されている。
１日周遊券等を新たに導入
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19共同経営化 運賃施策の検討（案） 19

フィジカル・デジタル両面からの共創

共同経営計画

各事業者が協調し、利便性の高い交通ネットワークの実現を図るため
共同経営計画の策定を検討

20
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くらしの足を守る
～新型コロナウイルス禍での事業継続支援～

新しい生活様式に対応する公共交通構築に向けた事業者支援 22
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【事業者連携】
新モビリティサービス事業計画 共同経営計画

新しい生活様式に対応する公共交通構築に向けた事業者支援 23

【交通再編】
地域公共交通利便増進実施計画

【ＭａａＳ環境構築】
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1.4  第 3 回委員会 みちのり HD 代表取締役グループ CEO 
松本順氏 発表資料 
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的な

資料１－３

真のMaaSの実現を阻むもの

2020年10月28日

株式会社みちのりホールディングス
Michinori Holdings, Inc.

Michinori Holdings All Rights Reserved

実現を阻む課題

技術 障壁 実現を阻む課題

Michinori Holdings All Rights Reserved - 1 -57



• 鉄道

手間とコスト削減

MaaSは全ての利用者が使うサービス

観光型MaaS ＝ 観光客のみを対象にしたサービス 真のMaaS ＝ 誰しもが使えるサービス

Michinori Holdings All Rights Reserved - 2 -

MaaSの本質はアプリではなくデータ連携

交通事業者 地域MaaS基盤 利用者接点 利用者

地域の交通事業者
のデータ基盤

• バス
• タクシー
• デマンド
• レンタカー
• カーシェア
• サイクルシェ
ア

etc.

運行情報・価格

在庫情報

国内向けMaaSアプリ

インバウンド向けアプリ
地元住民も

チケット発券・管理

料金精算

データ共通基盤 各社WEBサイト

観光客も使える
MaaS

- 3 -

多様な交通事業者 で交通事業者の
の参加へ拡大期待

Michinori Holdings All Rights Reserved58



Michinori Holdings All Rights Reserved - 4

各地域での取り組み体制

会津Samurai MaaS協議会

他にも多様なエリアでの実装を検討中

・茨城県笠間市 （秋葉原から発着する高速バスを中心に検討）

・神奈川県湘南エリア （湘南モノレール・江ノ電・小田急との連携検討）

・宮城線仙台空港線 （仙台空港線発着の高速バスを中心に検討）

・岩手県MaaS（県北エリアを中心に検討中）

• 会津バス：デマンドサービス、バス、タクシー
• 会津鉄道・JR東日本：鉄道
• デザイニウム：MaaS情報基盤の構築、
MaaSアプリの開発

• 三菱商事：位置情報プラットフォーム提供
• 福島大学：利用者向けアンケート作成
• KCS:実証実施支援
• 会津若松市：市民向け広報、各所調整
• アルパイン：カーシェアアプリの提供

ひたち圏域新モビリティサービス協議会
• 茨城交通：BRT/路線バス、自動運転バス
• 電鉄タクシー：デマンドサービスの運行
• ひたちなか海浜鉄道：鉄道
• TIS:共通チケット発券基盤の構築
• ナビタイム：地域のモデルアプリ構築、デマンド
対応乗換検索エンジン改良

• VIA：デマンドサービスの提供
• 小田急・ジョルダン：MaaSアプリでの商品販
売

• 日立製作所：社員向けプロモーション協力
• 日立市：市民向け周知活動
• 茨城大学：利用者分析

-

交通事業者間の連携

自社交通ネットワーク

ライフスタイル型の垂直統合

地域のMaaSデータ基盤

交通ネットワークの水平統合

Michinori Holdings All Rights Reserved - 5 -59



交通サービスそのものの進化

AIダイナミックルーティング 自動運転技術 QR支払い・EMV・電子チケット対応

Michinori Holdings All Rights Reserved - 6 -

会津のダイナミックルーティング

Michinori Holdings All Rights Reserved - 7 -60



ひたちBRTの自動運転の取り組み

• 実証主体：
茨城交通 （経済産業省、産業技術総合研究
所の委託事業）

• 運行期間：
20年11月27日（月）～21年3月5日（金）
※年末年始（12/28～1/3）は運休予定

• 走行ルート：
ひたちBRTの路線10.0km

• 運行ダイア：
平日8便/休日6便

• 運行時間：
概ね9時～17時

• 想定乗車人数：
4,000人（最大12,000まで乗車）

- 8 -Michinori Holdings All Rights Reserved
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1.5  第 3 回委員会 WILLER 株式会社代表取締役 
村瀨茂高氏 発表資料 
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⾃宅から1 ‐2kmの近距離⽣活圏において
⼈と街の絆を深めるオンデマンドモビリティ

⾃宅から1-2km以内の⽣活圏で⾏われる買い物や通院、お迎えなど、徒歩では不便
（距離や所要時間）なため⾃転⾞や⾞などを利⽤していた近距離移動の代替交通⼿段
として利⽤できる。

路線も時刻表もなく、決まったエリア内であれば⾏きたいときに⾏きたいところへ⾏
くことができる。

資料１－４

ポイント１｜自転車や車などを使っていた近距離移動の代替に

ポイント２｜行きたいときに行きたいところへ 自分の思い通りに動く交通

65



地域の移動総量が増え域内の経済活性化につながる

公共施設や商業施設への
来客が活性化される 公共交通への相乗効果

[移動距離]
約２キロの範囲

[アプリ機能]
・検索〜配⾞〜決済
・AIルーティングによる
効率的な運⾏と需要の

先読み
[利⽤]
アプリで呼び出し10分程度で配⾞

オフィス

Bさん
⽬的地

商業施設Aさん
⽬的地

地に近いピックアップ
ントまで⾃⾝で移動

⽬的地までの交通複数検索と配⾞機能

鉄道

バス

タクシー

オンデマンド交通

複数交通⼿段のとの表⽰

効 果 ①

交通 複数検索

AI オンデマンド交通｜期待効果

効 果 ② 効 果 ③
移動手段を持ちづらい人々が
積極的に外出するようになる
（高齢者・主婦・子供など）

１-２㎞のエリア内の回遊型交通 公共交通

AI  オンデマンドシステムの概要

1. AIオンデマンド交通サービス

オンデマンド交通

目的
ポイ

オンデマンド交通の運行ルート
徒歩などで個人が自身で移動

2. 経路検索

検 配 決
索 車 済

A＋B
A＋CA オンデマンド交通 ○ ○ ○

B 鉄道 ○ A＋B

C 路線バス ○ A＋C

D タクシー ○ ○
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新しいモビリティサービスの事業化ポイント

①．全てのモビリティの ②．移動ニーズの
有効活用 効率的な集約

③．あらゆる移動データの
可視化と活用

④．コロナ禍における行動変容
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2. ケーススタディ 

2.1  課題の着眼点とインタビュー項目 

(1)  既存の調査報告 

新しいモビリティサービスを実サービスとして持続可能な形で定着させるために解決す
べき共通課題を幅広く捉えることができるよう、既存の調査研究報告などを参考に、仮説と
して課題の着眼点の整理を行った。参考にした既存文献を表 2-1 に示す。 

なお、国土交通省新モビリティサービス推進事業先行モデル事業に選定された 19 事業
における実サービスにおける課題把握に関しては、国土交通省の担当部署より資料提供い
ただいたものの、令和元年度途中時点での資料であり、実証実験検討段階の報告がほとん
どである他、公表が難しいことから整理対象から除外している。 

 
表 2-1 参考にした既存の調査研究報告 

 調査研究報告の名称 発行年月 著者 

1 都市と地方の新たなモビリティサービス
懇談会 中間とりまとめ 

平成 31 年 3 月 国土交通省 

2 IoT や AI が可能とする新しいモビリティ
サービスに関する研究会 中間整理 

平成 30 年 10 月 経済産業省 

3 新しいモビリティサービスの社会実装に
向けた知見集 ver1.0 

2020 年 3 月 株式会社 
野村総合研究所 

4 モビリティクラウドを活用したシームレ
スな移動サービスの動向・効果等に関する
調査研究 

2019 年 9 月 国土交通省 
国土交通政策研究所 

5 観光と地域交通に関する研究会報告書 
観光と地域交通 

2020 年 7 月 一般財団法人 
運輸総合研究所 

6 人に寄り添う「将来型モビリティ」―地域
や企業の取り組みに考える我が国のモビ
リティのあり方― 

2020 年 3 月 機械振興協会 
経済研究所 
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1)  共通課題の抽出 

新しいモビリティサービスを持続可能なサービスとする上で解決すべき課題を抽出した。
結果を次頁以降に示す。 
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a.  都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 中間とりまとめ（国土交通省） 

 
表 2-2 『都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 中間とりまとめ（2019 年 4 月）』における課題に関わる記述の整理（その１） 

抽出した課題 説明 該当箇所 

(1) MaaS 相互・
MaaS・交通事
業者間のデー
タ連携の推進 

①連携データの範囲及び
連携ルールの整備 

交通事業者、MaaS 事業者双方ともに、データ整備や加工・分析に一定のコストを要していることから、双方の保有する全てのデータをオープン化（特に
無料での公開を原則とすること）は課題が大きい反面、利用者にとって利便性の高い MaaS 実現のためには、個人情報に関するものを除き、できる限りオ
ープン化されることが望ましい。 このため、両者のバランスをとりつつ、オープン化すべきデータ（協調領域のデータ）とそれ以外のデータ（競争領域
のデータ）の線引きを早急に国が示すべきである。 

p.10 

②データ形式の標準化 交通事業者が保有する各種データは、交通事業者ごとにデータの形式が異なっており、MaaS 事業者は各交通事業者から入手したデータを同一形式に変
換・加工する過程において高コストとなる面がある。この場合、交通事業者の保有するデータの形式が統一されていれば、MaaS 事業者にとっては一層容
易にシステム構築が可能となる。 

p.10 

③API の仕様の標準化・ 
設定の必要性 

MaaS 事業者間、交通事業者と MaaS 事業者のデータ共有に当たっては、API（※３）の活用が有効であるが、交通事業者ごとに API 仕様が異なっている
と、MaaS 事業者はそれぞれに対応したシステム構築が必要となり、高コストとなる。 

p.11 

④データプラットフォーム
の実現 

MaaS 事業者が、入手可能なデータの種類等を容易に把握できるよう、できる限り早期に、これらの情報を網羅したデータプラットフォームを実現するべ
きである。この場合において、競争領域のデータについても、利用料、利用範囲等のデータ授受の条件を明示してデータプラットフォーム上で利用できる
ような仕組みを目指すべきである。 

p.11 

⑤災害時の情報提供等 
データの公益的利用 

災害時などの輸送障害の発生時においては、MaaS を利用してリアルタイムの運行情報や代替経路情報を提供することで、混雑・混乱の発生を防止したり、
あるいは、影響を軽減することが可能となる。 このため、交通事業者及び MaaS 事業者においては、平時・災害時を問わず、遅延の詳細情報や運行再開
の目途など、適時適切に必要な情報を関係者間で共有し、利用者にも提供する必要がある。 

p.12 

(2) 運 賃 ・ 料 金
の柔軟化、 
キャッシュレス
化 

①事前確定運賃 鉄道、バス、旅客船等については、運賃表が定められており、乗車駅（停留所・港）と降車駅（停留所・港）が決まれば、運賃も確定する。タクシーにつ
いては、空港などの施設との間の運送について定額運賃サービスが存在するため、その活用が望まれる。また、MaaS において、ドア・ツー・ドア輸送が
可能なタクシーの活用を図る上では、予約時や配車時に想定ルートを元に運賃を算定できる事前確定運賃の制度の導入を早急に行うべきである。 

p.13 

②サブスクリプション いわゆる「定期券」は一定期間定額で鉄道、バス、旅客船等を利用できるものであり、定額制サービスの原型とも言える。今後は、例えば３時間乗り放題
など、様々な時間区分の定額制など、利用者ニーズに沿ったきめ細やかなサービスの導入が進むことが望ましい。 また、タクシーは個々の輸送ニーズに
対応したオーダーメイドのサービスであり、複数回の輸送を一まとまりのサービスと捉えた「定期券」の仕組みはこれまで見られなかったが、近年、旅行
業法を活用した企画旅行としての定期サービスが見られるほか、地域の足の確保や閑散期の需要喚起の観点から「定期券」のような定額タクシー運賃制度
の導入が検討されているところである。さらに、より包括的なモード横断的な定期券の導入を進める上では、ドア・ツー・ドアの強みを有するタクシーも
組み込んだサービスが望まれるところであり、中長期的に、事業者や運転者の収入確保などに留意しつつ、定額タクシー運賃制度の検討を進めていくべき
である。 

pp.13-14 

③ダイナミックプライシング ダイナミックプライシングは、交通手段の需要に応じて運賃や料金を変動させる制度であり、価格設定等で需給マネジメントを行うことで、人の移動や交
通流を最適化し、道路や車両の混雑の緩和や事業者の運行効率化による収益性向上、利用者の待ち時間減少につながる可能性がある。 反面、予約制の交
通モードを除き、刻一刻と変化する運賃をすべての利用者が円滑に把握できるかなど、利用者保護の観点から課題が多い。まずは、実証実験等を通じた利
用者等社会的受容性の確認から検討を進めていく必要がある。 

p.14 

④現時点における MaaS
に関する法制上の整理
（旅行業法の適用等） 

MaaS 事業者が、異なる運賃・料金体系を持つ交通モードや事業者の運賃・料金をパッケージ化して利用者に提供するに当たっては、旅行業法の適用の有
無に留意する必要がある。 MaaS 事業者の提供するサービスの形態は様々なものであることが想定され、旅行業法の適用の有無も一律に判断することは
困難であるが、ウェブやアプリで検索・予約から決済まで一括して行うことができるサービスを提供し、交通事業者からの手数料や利用者への手数料の上
乗せなどの報酬を得る場合、原則として、旅行業（旅行業法第２条第１項）に該当するものと考えられる。 

p.14 

⑤MaaSの展開を見据えた
制度のあり方の検討 

MaaS の適正な運用に向け、早急に、これまで想定していなかった MaaS サービスが円滑に提供されるよう、法令を含む制度のあり方について検討を行う
べきであり、必要に応じて制度・運用の緩和、さらには必要な環境整備のための新たな仕組み作りも視野に入れて取り組むことが必要である。これによ
り、MaaS 事業者にとっては負担が減少し、参入が容易になることで、より利便性の高いサービスの実現に向けた競争が活性化することも期待される。  
併せて、MaaS 事業者のリスクを低減させ、MaaS サービス市場への参入を促進する観点からは、中長期的に保険制度や公的支援のあり方も研究していく
必要がある。 

p.15 

⑥決済 交通サービスのキャッシュレス化には、決済システムと乗車時確認手段の両方で取組を進めることが必要であるが、新たにキャッシュレス化を行う交通
事業者にとっては、決済システムの構築のためのデータサーバの設置、乗車時確認手段としても活用する場合には、車両ごとの車載器の設置等多大な投資
を要することになる。これは、特に、赤字路線を多く抱える地方部のバス事業者、旅客船事業者等、中小の交通事業者にとっては大きな負担であり、この
負担をいかに軽減してキャッシュレス化の推進を図るかが課題である 

pp.15-16 
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表 2-3 『都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 中間とりまとめ（2019 年 4 月）』における課題に関わる記述の整理（その２） 

抽出した課題 説明 該当箇所 

(3) まちづくり・ 
インフラ整備
との連携 

①都市・交通政策との 
整合化 

新たなモビリティサービスの導入に向けては、都市の目指すべきビジョンを明確にし、既存の都市・交通政策との整合性を検証し、両者の調和を図りなが
ら進めていくことが重要である。 

p.18 

②多様なモード間の 
交通結節点の整備 
（拠点形成） 

短期的には、更なるバリアフリー化の推進や商業施設等既存の地域拠点の活用を図るとともに、新たなモビリティサービスの実証実験に合わせてシーム
レス化に必要な交通結節点の整備を官民連携で進めながら、即効性のある小規模なハード整備を効果的に実施し、中長期を見据えては、新たなモビリティ
サービスを都市計画マスタープランやインフラ整備等、各種計画を踏まえた上で、望ましい都市・交通の実現に資するような態様で位置付け、持続的かつ
戦略的な取組を推進できるかについて整理しておくべきである。 

p.19 

③新型輸送サービスに対
応した走行空間の整備
（ネットワーク形成） 

新たなモビリティサービスに向けた今後の取組としては、現在進めている実証実験や整備事業を中心に据えながら、中長期的には前項で述べたような、新
たなモビリティサービスを都市計画マスタープランやインフラ整備等各種計画を踏まえた上で、望ましい都市・交通の実現に資するような態様で位置付
け、持続的な取組を展開していくことが必要である 

p.19 

④まちづくり計画への 
移動データの活用 

新たなモビリティサービスの中でも、特に複数交通モードにまたがる人の移動をドア・ツー・ドアで把握できる MaaS は、移動データを収集する最適なツ
ールとしての可能性を秘めている。そのため、MaaS の観点からも、「スマート・プランニング」の実現に向けて取り組むべきことを見定めておくことが
重要である。 

p.19 

(4) 新型輸送サービスの推進 新たなモビリティサービスの推進に当たっては、MaaS のみならず、新型輸送サービスそのものの推進・普及を目指すべきである。各地域における移動ニ
ーズが多様化している現在、従来の交通モードのみではそれらの需要に十分に応えられない事態が発生している。きめ細やかな対応を行うためには、様々
な特性を持つ新型輸送サービスが有効であり、安全性に配慮しつつ、各地域における導入の検討が望まれることから、実証実験に対する支援等を通じて、
早急に推進を図る必要がある。 

p.21 

(5) その他の 
取組の方向 

①競争政策の見直し 地域における新たなモビリティサービスの推進に当たっては、特に MaaS をはじめとして、交通事業者間の連携・協働が不可欠であり、これを円滑化する
ための競争政策のあり方の見直しについても、早急に行うべきである。 

p.22 

②人材育成 地域における新たなモビリティサービスの推進には、関係者間の調整や制度設計を担う地域の核となる人材が不可欠であり、制度や先進的な事例等に関
する知見が得られるよう、早急に、人材育成、地域横断的なネットワーキングや専門家と地域とのマッチング等の仕組みを構築すべきである。 

p.22 

③国際協調 加えて、モビリティ分野における世界各国・地域の動きが活発化する中、これらの動きをキャッチアップするのみならず、「日本版 MaaS」の取組を様々
な機会に情報発信するとともに、最終的には、グローバルでユニバーサルな MaaS 実現に向けて世界各国・地域の取組がつながり、利用者にとって一元的
なサービスとして提供されるよう、データ連携をはじめとした国際協調の取組において、我が国が主導的立場を果たしていくことが望ましい。 

p.22 

 

  

73



 
 

  

74



 
 

b.  IoT や AI が可能とする新しいモビリティサービスに関する研究会中間整理（経済産業省） 

 
表 2-4 『IoT や AI が可能とする新しいモビリティサービスに関する研究会 中間整理（平成 30 年 10 月）』における新しいモビリティサービス活性化に向けた現状と課題に関する記述の整理（その１） 

抽出した課題 説明 

B2C カーシェア（ワンウェイ型） ①車両再配置コストの低減 ・地域内、地域間、乗り捨て等、移動需要の質に細やかに対応できる車両配置が求められるため、車両の偏在に伴う再配置コストの回収が課題。 
 

②乗捨専用駐車場の維持コ

ストの低減 

・一般駐車場とステーションの併用不可が認められず、乗捨専用駐車場を常に確保していなければならないことや台数以上の専用駐車場の確保が求め
られるため、駐車場維持コスト負担が大きい。 

・長時間駐車可能な道路スペースが殆ど存在せず、ドイツのようなフリーフロート型が成立しにくい。 

C2C カーシェア ①サービスの制度上の位置

付け 

・既存の規制には当てはまらない「共同使用」方式によって事業化する動きがあるが、これによる制約も大きい 

 
②安全性の確保・担保 ・オーナーとユーザー間で、安全性確保にあたって重要な保守・管理の主体や運行供用者責任（事故発生時の責任）の所在の法的根拠が不明確。 

準自由経路型デマンド交通 

（マイクロトランジット） 

①運行事業者の採算性確保 ・需要に応じて柔軟にルート等を設定することは利用者の利便性向上と運行事業者のコスト低減を両立させ得るもの。 
・デマンドバスが運行するのは元々需要の小さい過疎地でのみ認められる傾向にあるため、採算性の確保が難しい状況にある。 

 
②既存交通網との調整 ・デマンドバスの運行にあたっては、地域の交通事業者等をメンバーに含む地域公共交通会議の協議を経ることが必要とされているため、実態上、新

規参入者の参入障壁が高い。結果として交通空白地帯のみでしか認められない傾向にある。 

相乗りタクシー ①マッチング効率の向上 ・十分な母数が得られない場合、乗客同士のマッチングの成功率が低く、長時間の待ち時間を要することになる。 
 

②法的位置づけの整理と本

格制度化 

・国土交通省において相乗りタクシーの本格制度化に向けた検討が行われている。明確な法的位置づけを整理し、精度化することが必要。 

 
③ルート・料金の算定手法の

在り方の整理 

・相乗りサービスを乗合事業として行う場合には、そのルート・料金の算定手法について、乗用旅客運送事業（タクシー事業）との兼ね合いが課題 

ライドヘイリング ①自家用有償旅客運送制度

の精査 

・交通空白地における自家用有償旅客運送制度の運用等について、地域の移動ニーズに十分マッチしているか。 

マルチモーダルサービス ①モビリティ関連データの流

通促進 

・基礎的情報の標準化や API 連携等のデータ連携の仕組みの構築が課題。 
・データ提供者のインセンティブ・メリットが見えにくい。 

 
②中小規模の交通事業者の

基礎的情報のデジタル化 

・中小規模事業者を中心に、会社ごとに予約システムの仕様やデータ形式が異なる場合があることに加え、地方の中小バス事業者では経路検索に必要
な情報等の基礎的情報がデジタル化されていない。 

貨客混載 ①物流車両による混載運送

の担い手の登場 

・物流車両を用いた貨物運送事業者による旅客輸送に対し、地域の足の確保への期待がある一方、物流業界における人手不足等を背景に実施主体が不
在。 

 
②旅客・貨物運送事業兼業

（掛け持ち）の促進に向け

たルール整備 

・貸切バス・タクシーによる貨物運送の許可の取得（車両の掛け持ち）は過疎地域のみに制限。 
・過疎地域以外においても、救援事業として社会通念上貨物運送行為とみなされない範囲でタクシーが貨物を運ぶことは可能だが、許可基準が不明瞭

であり、安定的な事業運営に課題。 

ラストマイル配送無人化 無人配送ビークル等の公道

走行に向けたルール整備 

・無人配送ビークル等の新しい形態の車両については、道路交通法上の取り扱いが想定さてれおらず、取り扱いが不明確な場合がある。 
・車両として整理された場合、「道路」1)を走行するには道路運送車両法における保安基準への適合が必要とされるが、既存の保安基準との整合の確保

が困難な場合が多い。 
・また、現状、車両による歩道の走行は実証実施も困難。 
・ドローンにおいては空域との関係で第三者上空でのルール整備が課題。 
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表 2-5 『IoT や AI が可能とする新しいモビリティサービスに関する研究会 中間整理（平成 30 年 10 月）』における新しいモビリティサービス活性化に向けた現状と課題に関する記述の整理（その２） 

抽出した課題 説明 

移動サービスと 

周辺サービスの連携 

①移動・非移動事業者間の 

データ流通の促進 

・移動・非移動事業者双方による情報の公開・標準化、API 連携等のデータ流通の促進が課題。 
・移動・非移動事業者間での個人情報等、活用される移動情報・データの取扱に関する考え方が不明確。 

 
②移動サービスコストを賄う

ビジネスモデルの構築 

・移動サービスのコストを賄うだけの収益化に至っているケースは少なく、幅広い異業種間連携も見据えたビジネスモデルの確立が重要に。 
・非移動サービスとの連携により移動サービスの運賃を低減させる余地が出てくるが、ルール上運賃設定の柔軟性が低く、そうしたビジネスモデルが

構築しにくい。 

コネクテッドカーサービス ①データの取得・通信・ 

利活用ルール確立 

・データの取得・通信・利活用を拡大していくにあたり、データ共有スキーム・連携、プライバシー確保の在り方、データ越境、セキュリティリスク、
インフラ・車両の通信プロトコル・通信帯等のルール、考え方が確立されていない状況。 

 
②遠隔車両診断結果の 

車検への適用 

・従来より車検で見ている検査項目について、コネクテッドによる車両診断サービスによって個車単位で定期的/定常的に診断することができる可能性
が高まる中、制度面での見直しは今後の課題に。 

 

 

c.  新しいモビリティサービスの社会実装に向けた知見集 ver1.0（株式会社野村総合研究所） 

 
表 2-6 『新しいモビリティサービスの社会実装に向けた知見集 ver1.0（2020 年 3 月）』における新モビリティサービス導入時の主要検討テーマとチェックポイント 

  
抽出した課題 
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d.  モビリティクラウドを活用したシームレスな移動サービスの動向・効果等に関する調査研究（国土交通省） 

 
表 2-7 『モビリティクラウドを活用したシームレスな移動サービスの動向・効果等に関する調査研究（2019 年 9 月）』における諸外国の MaaS に関する課題等の記述の整理（その１） 

国 説明 
該当 
箇所 

抽出した課題 

フィンランド 料金設定  
 MaaS Global 社にとって、公共交通管理者側のゾーン運賃は必ずしも対応が容易ではなく、全ての移動手段についての距離比例料金の設定の将来的可
能性も視野に入れている。  

p.40 料金設定 

 地域間の展開  
 API の標準化がなされていない現状において、異なる地域どうしのローミングが難しい。  

p.40 地域間の展開 

 データの取扱い  
MaaS Global 社は、データだけでは得られる価値は少なく、またデータは利用者のものであり、勝手に売買すべきものではないとの考えから、利用者デ
ータはそのまま交通事業者に提供している。  

p.40 利用者データの活用 

 法的課題  
MaaS 運営者が旅客との契約関係において、包括的なサービス提供者である場合は、一般的な契約法に基づき、遅延又は他の損害に対して MaaS 運営者
が責任を負う。一方、MaaS 運営者が、旅客との契約において、切符販売受託者のように仲介者である場合は、それに対して責任は負わない。MaaS Global
社は、「MaaS 運営者の利用客に対する法的責任は、約束どおり手配することである」旨述べていることから、現時点では Whim サービスを後者に位置
づけていると推測される。 また、Whim アプリは、現時点では、EU のパッケージ旅行指令に則した規制の対象になるサービスを提供していないが、将
来のサービス拡大に伴い、厳しい当該規制の対象になる可能性が課題となる。 

p.40 MaaS 事業者の役割・責任 

 障害者等に配慮した情報提供  
MaaS 運営者は、公共交通事業者等が整備したデータをアプリを通じて提供する。このため、当該データが交通事業者等において未整備の場合は、MaaS
アプリでも提供できない。 

p.40 データの公開 

スウェーデン MaaS 運営者と運送事業者の間で、MaaS 運営者に切符販売の機能を付与することに関する合意を、立法介入なく達成することができるかどうか p.47 MaaS 事業者の権限 

 これまで標準が開発されていない支払用のインターフェースを、それら主体の間で設定すること p.47 決済 

 それら主体の間での収入配分についての合意を達成する方法  p.47 主体間での収入配分 

 例えば、運賃システムが異なる 3 大県域と都市間を統合したサービスを、MaaS 運営者が提供する方法  p.47 地域間の展開 

 カーシェアリングの便利な駐車場を十分な量で用意すること p.47 カーシェアリングのための駐

車場の確保 

ドイツ 責任関係  
例えば、moovel 運営者（moovel Group GmbH）は、利用条件に、「moovel Group GmbH は、第三者のデータ利用について吟味しておらず、その完全性
又は正確性を保証しない」旨、「費用を含め、moovel 内でモビリティサービスのための表示される情報は部分的に推計に基づいていることがある。これ
らの推計の基礎はいつにても（例えば、交通状況により）変更しうる。利用者等は提供された推計に合意する程度及びその結果が自分の目的（例えば、
乗継時間又は荷物輸送）に適しているかどうかを決定するために、示されたデータの正確性を吟味し、評価する責任を負う」旨、「moovel Group GmbH
は、自らがモビリティサービスの提供者でない限り、モビリティサービスについて保証しない。モビリティサービス契約又はその実行に関する疑問及び
請求のための顧客のコンタクトパーソンは、常に提供者である」旨を記載している。  

p.62 MaaS 事業者の責任 

 MaaS 運営者と交通事業者の関係  
moovel Group GmbH のように IT サービス事業者が MaaS 運営者となる場合、「個々の公共交通当局との契約に時間がかかる」旨指摘されている。  
 

p.62 MaaS 事業者と交通事業者と

の契約 
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表 2-8 『モビリティクラウドを活用したシームレスな移動サービスの動向・効果等に関する調査研究（2019 年 9 月）』における諸外国の MaaS に関する課題等の記述の整理（その２） 

国 説明 
該当 
箇所 

抽出した課題 

ドイツ moovel Group GmbH は、「GTFS(General Transit Feed Specification)は、公共交通の共通データフォーマットの仕様を規定している」、「公共交通に関す
る情報はしばしば十分ではない」、「GTFS には多くの利点がある。とりわけ、地域の当局又は組織は、そのデータを一般に対して公開するかどうか選択
することができる。不幸にも、今日、多くの組織はそのデータの提供に課金しており、それは既存サービスの改善の支障になりうる。・・・理想的には、
将来のいずれかの時点で全データが一般に対して開放されよう。」、「他の欧州諸国と比較して、ドイツでは利用できる GTFS データは現在少ない。」旨述
べている。  

pp.62-63 データ連携 

 また、ドイツ連邦では、地域公共交通は州政府や自治体が交通事業者に委託して提供しているが、実際には赤字となり、税金を投入している場合が多い。
このため、販売システムを開放すると仮定すれば、利用者と交通事業者との間に、第三者のプラットフォーマーが入ってくるときに、切符販売が増えれ
ば問題がないが、増えない際に、収入の不足分について、利用者が払う切符代を高くするのか、交通事業者の収益が減るのか、税金による補填分が増え
るのかが課題となりうる。 

p.63 サービスの収益性 

 カーシェアリング等シェアリングサービス  
マイカーから公共交通への転移を意識した MaaS 展開においては、カーシェアリング等も重要な要素の一つとして考えられる。ただし、カーシェアリン
グ等について、無料になる事前予約時間が短い場合、公共交通と一括しての事前検索が必ずしも魅力的ではなくなる点、公共交通と同程度の信頼性を確
立するべき点が課題として考えられる 

p.63 シェアリングサービスの信頼

性の確保 

イギリス イギリスの鉄道に着目すると、2018 年 11 月時点では、料金体系が往復切符を基本としているため、MaaS 運営者からの期待に応えられるよう、片道料
金の設定を検討している。  

p.73 料金設定 

 また、共通化されたバックオフィスがないため、販売システムに関するインターフェースは公開されていない。 p.73 決済の連携 

 West Midlands では、Whim はヘルシンキとほぼ同じサービスを導入しているが、地元住民の交通ニーズを捉えてサービス化することが課題と意識され
ている 

p.73 地域課題との対応 
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e.  観光と地域交通に関する研究会報告書 観光と地域交通（一般財団法人運輸総合研究所） 

 
表 2-9 『観光と地域交通に関する研究会報告書 観光と地域交通（2020 年 7 月）』における 4 つの視点に関する課題等課題等の記述の整理（その１） 

視点 説明 
該当 
箇所 

抽出した課題 

観光地側の視点 観光地側の意識改革 
・観光地側は地域交通の実情を理解した上で、観光地づくりに必要な交通にかかる諸課題について、地域交通側と連携し、主体的に取り組む意識を持つ必要が

ある。  

p.34 観光地側の意識改革 

 観光地側と地域交通側との間でのビジョンの共有 
・観光関係者が、観光地として交通に関して目指す方向と最終的になりたい姿を明確にすることが、異なるステークホルダー間の合意形成において必要不可欠

である。 
・観光関係者は、観光地としてどのように集客を図り、それに必要な地域交通をどうするかという戦略や地域の将来像を描き、それを実現させるためにだれが

費用負担するか経済的合理性を踏まえて明確にするとともに、地域交通側とそれらを共有する必要がある。 

pp.34-

35 

観光地側と地域交通側との

間でのビジョンの共有 

 地域の観光交通に対する観光関係者の積極的な関与  
・DMO は、観光地域づくりを行う舵取り役となる法人であり、地域の多様な関係者の調整役としての役割を担うべく、観光地側と地域交通側の橋渡し役を行

うことが望まれる。  

p.35 地域の観光交通に対する

観光関係者の積極的な関

与 

 交通政策基本法の枠組みにおける地方公共団体観光部局のあり方 
・地方公共団体の観光部局は、観光関係者の声を代表する者として、交通に関する議論に主体的に関わることが求められる。 

p.36 交通政策基本法の枠組み

における地方公共団体観

光部局のあり方 

 観光に対する地域住民の共感の獲得 
・観光関係者は観光振興を通じて地域の生活の質を高めていくことを住民にわかりやすく伝えることが重要である。観光振興により地域の理解につながると理

解されれば、賛同者や協力者が増加し、好循環が生まれることが期待される。 

p.36 観光に対する地域住民の

共感の獲得 

地方公共団体交通部局による観光需要の交通に関する計画等への反映 
・地方公共団体交通部局は、観光関係者（観光部局、DMO、観光事業者等）と意思疎通ができる関係を構築するとともに、観光関係者を交通の諸計画の協議会

の構成メンバーと位置付けて議論を行い、その意見を的確に反映させるべきである。 

pp.37-

38 

地方公共団体交通部局に

よる観光需要の交通に関す

る計画等への反映 

行政における交通専門家の育成と外部人材・組織の活用 
・国や地方団体においては、人事ローテーションの見直しや教育機関への研修などに積極的に取組み、交通に関する専門性の高い人材を育成すべきである。 
・現実的には大学教員などの有識者が関係者の調整役を担っているケースが多く、そうした外部人材をサポートする仕組みの構築が望まれる。 

p.38 行政における交通専門家

の育成と外部人材・組織の

活用 

観光需要を創出するための交通事業者における企画力の確保 
・観光需要を創出するためには、観光関係者は観光地の魅力を磨き、観光客に心に響く訴えかけをする必要がある。 
・交通事業者は、観光客に行きたいと思わせるように、マーケティングの発想を取り入れ、観光地の魅力とそのアクセス方法をわかりやすく伝える努力をする

必要がある。 

p.38 観光需要を創出するための

交通事業者における企画

力の確保 

観光地における「生活交通」と「観光交通」のバランスの必要性 
・地域の実情に応じ、①コミュニティバス、デマンドバス、福祉タクシー等を生活交通と観光交通で相互利用、②宿泊施設送迎バスと路線バスの融合、③自家

用有償旅客運送の運行形態の見直しなどにより、「生活交通」と「観光交通」のバランスを取りながら双方の需要喚起が必要であり、交通の利便性向上と地域
活性化を目指すべきである。 

p.39 観光地における「生活交

通」と「観光交通」のバラン

スの必要性 

交通サービス 

需要側（観光客）

の視点 

潜在需要掘り起こしの一環としての本源需要の創出 
・観光客が自ら乗りたくなるよう、交通事業者において本源需要を創出する努力が求められる。 
・新たな需要の創出には、今の時代に求められるインフラやデザインを真剣に検討する必要がある。 
・自動運転バスを本源需要にも対応する交通として地域に導入することにより、観光施設を周遊する交通サービスの一役を担うことも視野に入れるべきである。 

p.45 潜在需要掘り起こしの一環

としての本源需要の創出 

交通サービスの

供給側の視点 

公共交通のデータの一元化とオープン化の対応 
・地図アプリ上の公共交通のリアルタイム位置情報の提供や MaaS の地域間の統合など、利用者に便利に公共交通を利用してもらうためには、データの一元化

とオープン化を進める必要がある。そのデータ整備の際には、許認可権をもっている官公庁と交通事業者が役割を決めて行うことが必要である。  

p.48 公共交通のデータの一元

化とオープン化の対応 
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表 2-10 『観光と地域交通に関する研究会報告書 観光と地域交通（2020 年 7 月）』における 4 つの視点に関する課題等課題等の記述の整理（その２） 

視点 説明 
該当 
箇所 

抽出した課題 

交通サービスの

供給側の視点 

観光客目線での情報の提供 
・地域住民に加え観光客も意識し、利用の多い路線を抽出した路線図の作成・掲出や路線・系統のナンバリング、行先の分かりやすい表示、多言語化などを通

じて、現在運行している交通手段を利用者にわかりやすく情報提供すべきである。 
・観光客に提供する情報は常に最新になっている必要があるため、地域の交通事業者から経路検索などの情報提供事業者や観光事業者・観光情報を発信する諸

機関に対し、適切に情報提供が行われることが必要である。 

p.49 観光客目線での情報の提

供 

 観光地におけるタクシーの更なる活用 
・タクシーや多様なニーズに対応したドア to ドアの輸送を提供することができるオンデマンド型の公共交通機関として重要な役割を担っている。タクシーの

特性を活かし、地方部観光地を中心に、交通機関が十分でない場合における観光客の移動ニーズに対応できるよう制度の柔軟化を検討すべきである。 
・タクシー単独事業ではなく、他の交通モードや観光サービスと組み合わせたサブスクリプション的な発想等、既存の事業概念からイノベーションを起こし、

新しい需要やマーケットを掘り起こすような新たなサービスの提供が望まれる。 

p.52 観光地におけるタクシーの

更なる活用 

 観光客のオンデマンド需要に対応した複数の選択肢の提供 
・過疎化等のためタクシーサービスが提供できていない地域、また都市部も含めてタクシーサービスが十分に観光客のニーズに対応できていない場合、先進諸

外国の事例も参考に、新たなサービス提供者による発想を導入し、多様な選択肢を観光客に提供し、観光客の移動需要を満たすサービスが提供されることが、
観光需要対応という観点から求められている。 

p.52 観光客のオンデマンド需要

に対応した複数の選択肢の

提供 

 レンタカーによる新形態の後押し 
・レンタカーの進化形として始まったカーシェアリングサービスは、観光客にとってユーザーフレンドリーであり、需要が少ないためスタッフが常駐できない

地方部の観光地に対する一つの対応策となる。 

p.53 レンタカーによる新形態の

後押し 

観光客目線での自家用車の更なる活用 
・タクシーサービスが提供できない地域、また観光需要に必ずしも既存のタクシーサービスが対応できていない場合においては、観光客目線での改善により、

地域の移動資源としての自家用車を有効に活用する仕組みづくりが必要である。 

p.53 観光客目線での自家用車

の更なる活用 

技術イノベーションへの対応 
・自動運転やオープンデータ、決済方法など新たなテクノロジーの活用により、利用者の利便性の向上や運転手不足等の課題が解決される可能性がある。 
・新しいサービス提供者の市場参入により、観光客のニーズに合致した新たなサービスを供給し、観光交通を活性化させることも期待される。 

p.55 技術イノベーションへの対

応 

新しい移動手段の活用 
・例えば、諸外国で活用が進み、観光客の需要も考えられる e スクーターは、日本では原付扱いとなり、車体お保安基準や免許等が必要なため、行動走行はほ

とんどみられない。原付免許を保有していない観光客や、日本の免許を保有していない外国人観光客がストレスなく使用できるよう、安全性に十分に配慮し
た上で、電動自転車並みの位置づけとして考えるなど、発想の転換や、必要な法制度の整備が必要である。 

・新しい移動手段の導入にあたっては、地域の交通サービスの状況を踏まえ、新規需要の創出とともに既存の交通サービスを補完するという観点を持ち、新し
いモビリティサービスが実験のための実験で終わることがないよう、持続可能な計画とすることが重要である。 

pp.55-

56 

新しい移動手段の活用 

観光客が利用しやすい MaaS の実現 
・国際競争力を確保すべく、各観光地のローカルなデータに対応でき、全国で利用できるプラットフォームを業界全体で早期に構築することが必要である。 
・これを実現するために、交通事業者のデータの一元化とオープン化を進める必要がある。 

p.57 観 光 客 が 利 用 し や す い

MaaS の実現 

訪日外国人観光客目線からみた MaaS に求められるもの 
・訪日外国人にとってグローバルアプリよりも魅力的なコンテンツを組み込める日本発祥の国際競争力を有する MaaS アプリが求められる。 

p.57 訪日外国人観光客目線で

の情報の提供 

計画や規制など

政策・制度の 

視点 

観光交通に対する都道府県の主体的な役割 
・市町村が運営を行う地域公共交通活性化協議会や市町村が策定する「地域公共交通計画」のみでは、行政区域をまたぐ広域的な移動を伴う観光交通に的確に

対応することが困難な場合がある。都道府県が、人材・財政の両面から積極的に関与することが望ましい。 

p.61 観光交通に対する都道府

県の主体的な役割 

地域交通関係計画策定、協議会における観光関係者の明確な位置づけ 
・観光需要が高い地域においては、地域公共交通活性化再生法の枠組みである地域公共交通活性化協議会のメンバーとして、地方公共団体内においては観光部

局、地方公共団体外においては DMO や観光関係者も巻き込んだ形とすることを制度化すべきである。 

p.62 地域交通関係計画策定、協

議会における観光関係者

の明確な位置づけ 

現行法制度で対応可能な事項の啓蒙の必要性 
・実際には法制度的に実現可能な事項について、できないという思い込みや制度上の手続きが困難などの理由で理解が不十分だったきらいがあり、行政は、交

通事業者や観光事業者に対し、現行の法制度で対応可能な事項について丁寧に説明する必要がある。 

p.63 現行法制度で対応可能な

事項の啓蒙の必要性 
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f.  人に寄り添う「将来型モビリティ」―地域や企業の取り組みに考える我が国のモビリティのあり方―（機械振興協会経済研究所） 

 

表 2-11 『人に寄り添う「将来型モビリティ」―地域や企業の取り組みに考える我が国のモビリティのあり方―（2020 年 3 月）』における課題に関わる記述の整理（その 1） 

地域 説明 該当箇所 抽出した課題 

石川県 
輪島市 

公共交通を担う他の機関との関係では、市のコミュニティバスやバス・タクシー会社の運営する交通手段との連携や補完のあり方が課題の
ひとつとなっている。特にタクシー会社との連携は重要である。他の交通手段との連接が重要で、それが他の交通手段の利用向上にもつな
がるという共存関係の構築に向けて各機関が意識を共有することが重要になる。 

p.13 ③多様な輸送手段との連携 
 関係者間でサービスを提供する上での
協調・連携 

 自動運転の電磁誘導線の設置費用は 1 ルート数百万程度。カートの費用を含め、料金をどうするか。交通に関わる費用をふるさと納税で
賄うような仕組みができないのか検討したことはある。 

p.16 ⑪事業性 
 サービスを継続的に提供するための事
業としての収益性（公共負担含む） 

 

京都府 
京丹後市 

国土交通省の動きとしては、自家用有償旅客運送に交通事業者を巻き込む形態を 2020 年 4 月の道路運送法改正で創ろうとしている。しか
し、タクシー事業者のビジネスエリアとの調整、料金設定などなかなか難しい課題がある。 

p.19 ⑩料金・運賃 
 運賃・料金の設定および算定の方法 

⑬地域における関係者の合意等 
 既存事業者との調整（タクシーの営業エ
リア等） 

 

 規制の緩和や既存の交通事業者との利害調整に時間がかかり、地域ニーズに合った（地域住民の足の確保のみならず、地域活性化に資する
観光振興にも適った）利便性の高い移動形態の発展可能性がまだまだ阻害されている。 

p.21 ⑬地域における関係者の合意等 
 関係者間の利害調整 

 

兵庫県 
豊岡市 

定時定路線運行（予約制、予約はアプリも制作しているが、使えない層も多いため電話で予約） p.27 ⑫サービスの受容性 
 デジタルデバイド 

 管理者の移動やバスの回送でロスが多いのを改善しようとしている。ロスの原因となっているのは、道路運送法 4 条の緑ナンバーの運転
手には IT 点呼が法律で認められているのに、道路運送法 78 条の白ナンバーの運転手には IT 点呼が認められていないことにある。この
ため、管理者も運転手も運行前に対面点呼場所である竹野湾岸車庫に出向かねばならないためである。 

p.28～29 ⑨サービスに関わる規制・制度等 
 道路運送法の課題 

 経済産業省の補助も受け、城崎地区でアプリを活用した相乗りタクシーの実証実験を 2017 年 10 月から 2 カ年にわたって実施した。しか
し、アプリを完全に使いこなせる人と使えない人とに分かれ、利用者の半分が抵抗感を持っているとの結果を受け、実施に踏み出すにはあ
と 10 年くらいは時間を要するとの印象を持っ 

p.29 ⑫サービスの受容性 
 デジタルデバイド 

群馬県 
桐生市 

運転手不足→不足ではあるが、「白」ナンバーであることがむしろ利点。 p.37 ⑪事業性 
 サービスを提供する上で必要な担い手
（運転手等）の確保 

 「MAYU」を用いた実証実験が展開されており、これらの活動について桐生市民は総じて協力的と言う。群馬大学が行う「実験」にも抵抗
がない。群馬大学は、元は民間が立ち地域で新たなモビリティ展開を意図する際、やはり地域住民に乗車してもらう、すなわち実証が必要
だが、地域によっては「実験」に拒否反応を示すこともある。桐生市の場合、群馬大学への信頼が厚く、親近感も抱いている市民が多いた
め、実証の過程がスムースであった背景もある。 

p.37 ⑫サービスの受容性 
 地元の協力 

 公共交通を維持するためには費用が必要であり、通常であれば公共交通機関に支払われる運賃収入、その利益で賄えるはずだが、桐生市も
鉄道をはじめとした公共交通機関の縮小期にある。そのなかで、公共交通のあり方をどのように維持していくのか、多くの自治体が頭を悩
ませているが、桐生再生のように地域の今後を自分たちで考える企業（団体、個人）の活動が、今後の地域モビリティを考える際には重要
である。 

p.38 ⑪事業性 
 サービスを継続的に提供するための事
業としての収益性（公共負担含む） 

福島県 
会津若松市 

路線バスをいくら導入したとしても運転手不足により、住民の多様化する移動ニーズに供給側が応えられない恐れ」もある p.42 ⑪事業性 
 サービスを提供する上で必要な担い手
（運転手等）の確保 

 MaaS の本来の目的だろうスムースな移動に向けたサービスの提供に対する同市の考え方である。上述のように複数事業者が提供する一連
の移動サービスで事前決裁のシステムを提供する際、決裁手数料をどの事業者が負担するかといった問題が顕在化する。特に地方の交通機
関では IC 決裁が導入されていないケースも多い。その中でどの事業者がマネジメントし、どのように負担を配分するかといったことも念
頭におかなければならない。 

p.47 ⑪事業性 
 サービスを継続的に提供するための事
業としての収益性（公共負担含む） 

 観光利用と生活利用に分けてデータを収集していないため、区分が出来ていない。 p.47 ⑤データ連携 
 データ形式の標準化 
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表 2-12 『人に寄り添う「将来型モビリティ」―地域や企業の取り組みに考える我が国のモビリティのあり方―（2020 年 3 月）』における課題に関わる記述の整理（その２） 

地域 説明 該当箇所 抽出した課題 

東京都 
多摩市 

他の地域で試されているデマンド型タクシーでの乗合は、多摩市のような都市住民の感覚として「見ず知らずの人と乗り合う」ことに抵抗
感があると捉えており、利用されない可能性が高いと考えている【デマンド型交通の導入】。ただし身近なところにタクシーがプールされ、
アプリで呼び出すというのは良いだろう。また、介護タクシーに加えて、子育て世代を応援する「パパママタクシー」というのもあってい
いと考えている。【コミュニティタクシーの導入】 

p.53 ⑫サービスの受容性 
 サービスに対する安心感・利用の動機付
け 

 これに加え、多くの車両メーカーからのアプローチがある。ただ問題なのは、メーカーからのアプローチが必ずしも地域の特性を理解し、
そこにどのように社会実装をするかという点に配慮してくれるというわけではなく、あくまでも実証実験の名としてのみ地域に興味がある
という点だ。これからは、地元住民や自治体とともに課題解決に向けて共に汗を流す覚悟のあるメーカーや事業者が強く求められることに
なるだろう。 

p.57 ①ビジョンとサービス設計 
 ユーザーニーズに対応したサービスの設
計 

 シニアカーの展開もあると思うが、シニアカーは公共交通か、生活の補助装具か、集合住宅の家はどこに置くか、駅に集結するのか、駐輪
場はどうするか等、様々な問題があるのも事実である。 

p.57 ⑨サービスに関わる規制・制度等 
 法制度（道路運送法・道路運送車両法・貨
物自動車運送事業法・道路交通法・鉄道
事業法・鉄道営業法・車庫法・駐車場法・
運転代行業法など）や通達等との関係 

 自転車歩行者専用道路とそれに繋がる公園内の園路と合わせ、総延長約 41km にも及ぶペデストリアンデッキにグリーンスローモビリテ
ィを走らせるのは一つの方法だが、現状では法的制約がある。 

p.57 ⑨サービスに関わる規制・制度等 
 法制度（道路運送法・道路運送車両法・貨
物自動車運送事業法・道路交通法・鉄道
事業法・鉄道営業法・車庫法・駐車場法・
運転代行業法など）や通達等との関係 

 社会実装を考える上で、今の自動運転車は開発費用の回収もあるのだろうが、車体費、システム費用等々の運行経費や管理費等のコストの
全体がまだまだ不明瞭である。きちんとコストを出してもらわないと自治体として導入しにくい。 

p.57-58 ⑪事業性 
 サービスを継続的に提供するための事業
としての収益性（公共負担含む） 

 グリーンスローモビリティも自動運転も、現時点では開発段階のものでありその開発費用までの負担を負うような事業は基礎自治体では非
常に厳しい。基礎自治体の強みは地域課題の把握や地域との調整に長けている面なので、フィールド提供や地元調整という役割を担うのが
一番有効である。費用面についてはぜひとも、国や都道府県レベルでの支援をお願いしたい。それぞれが、それぞれの強みを発揮した役割
を担っていくことが課題解決にむけての一番の近道であると考えている。 

p.58 ⑪事業性 
 サービスを継続的に提供するための事業
としての収益性（公共負担含む） 

京都府 
京都市 

新しい交通システムや MaaS などの交通事業体連携のプロジェクトを実施する上で、既存事業者との関係が障壁になることが顕在化した
が、京都においてはある程度その前提が整っていると思われる。この取り組みの成果で、歩くことや公共交通などへの転換が進んでいる。 

p.86 ⑬関係者の合意 
 既存事業者との調整（タクシーの営業エリ
ア等） 

兵庫県 
神戸市 

「住宅地内限定の移動サービスの必要性」に軽自動車を改造した普通車両（ワゴン車両）自動運転機能なしついては、「必要だし、自分も使
いたい」、「免許返納後に必要」の回答が共に 4 割を超え、現在のニーズだけでなく、将来的な課題やニーズからも必要性を感じていること
がわかった。サービス実証については利用の動機付けにつながる魅力あるサービス内容について更なる検討が必要であること、技術・機能
実証についてはコストを抑えた自動運転技術の実現に向け、今後車両に搭載する自動運転システムや機器について、その機能や仕様などの
実証が必要であることが確認された。 

p.92 ⑫サービスの受容性 
 サービスに対する安心感・利用の動機付
け 

 

 ラストワンマイル問題への対応では、①地域自治力、②市（行政）の調整力がキーに。地域内交通では、地域組織（自治会等）や NPO な
ど地域における課題を主体的に解決、あるいは地域課題を自分事として意識して活動するアクターの存在が重要に・こうした地域の活動を
サポートする自治体／行政のイニシアティブもキーに。特に、自治体／行政は地域の交通事業者、地域組織など様々な関係者を巻き込み、
利害を調整し、状況の変化に柔軟に対応した持続可能な仕組みづくりの担い手に。 

p.99 ⑬関係者の合意 
 関係者間の利害調整 
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g.  まとめ 

抽出した新しいモビリティサービスを持続可能なサービスとする上で解決すべき課題の整理を行った。整理した結果を以下に示す。 
 

表 2-13  新しいモビリティサービスを持続可能なサービスとする上で解決すべき課題の整理（その１） 
課題整理   既存文献より抽出した課題      

項目 着眼点 説明 1) 都市と地方の新たなモビリティサービ
ス懇談会中間とりまとめ 
（国土交通省） 

2) IoT や AI が可能とする新しいモビリテ
ィサービスに関する研究会 中間整理 
（経済産業省） 

3) 新しいモビリティサービスの
社 会 実 装 に 向 け た 知 見 集
ver1.0 
（経済産業省） 

4) モビリティクラウドを活用し
たシームレスな移動サービス
の動向・効果等に関する調査
研究 
（国土交通政策研究所） 

5) 観光と地域交通に関する研究会報
告書 観光と地域交通 
（一般財団法人運輸総合研究所） 

6) 人に寄り添う「将来型モビ
リティ」―地域や企業の取り
組みに考える我が国のモビリ
ティのあり方― 
（機械振興協会経済研究所） 

A.  
地域課題への対応 

①ビジョンと 
サービス設計 

 地域の課題に対応した目標やビジョ
ンの設定 

 ユーザーニーズに対応したサービス
の設計 

 実証実験等によるサービスの検証と
改善 

  ①現状把握・分析 
②ビジョン・課題設定 
③施策検討 
①ユーザーニーズ把握 
②サービス概要施系 
②顧客認知・利用促進 
③サービス検証 

地域課題との対応 ・観光地側の意識改革 
・観光地側と地域交通側との間でのビジョン

の共有 
・交通政策基本法の枠組みにおける地方公

共団体観光部局のあり方 
・観光に対する地域住民の共感の獲得 
・行政における交通専門家の育成と外部人

材・組織の活用 
・観光需要を創出するための交通事業者に

おける企画力の確保 
・観光地における「生活交通」と「観光交通」

のバランスの必要性 
・観光客、訪日外国人観光客目線での情報

の提供 

・ユーザーニーズに対応したサー
ビスの設計 

B.  
交通手段間 
連携の加速 

②MaaS 事業者の位
置づけ・役割・責
任等 

 MaaS 事業者の法制度上の位置づけ
（旅行業法の適用など） 

 運送契約における MaaS 事業者の
立ち位置 

 旅客の利益擁護の責務の有無 
 MaaS 事業者と交通事業者の間の契
約内容 

 MaaS 事業者のリスク低減（保険制
度、公的支援など） 

④現時点における MaaS に関する法制上の整
理（旅行業法の適用等） 

⑤MaaS の展開を見据えた制度のあり方の検
討 

 

 ①法規制確認 MaaS 事業者の役割・責任 
MaaS 事業者の権限 
MaaS 事業者の責任 
MaaS 事業者と交通事業者との契
約 

・地域の観光交通に対する観光関係者の積
極的な関与 

・地方公共団体交通部局による観光需要の
交通に関する計画等への反映 

・観光交通に対する都道府県の主体的な役
割 

・地域交通関係計画策定、協議会における
観光関係者の明確な位置づけ 

 

 ③多様な輸送手段と
の連携 

 関係者間でサービスを提供する上で
の協調・連携 

 サービスを提供する上で必要な担い
手（管理者等）の確保 

 事業の推進主体の明確化と当事者
意識の有無 

 異なる地域間のローミング（サービス
の乗り入れ） 

  ①事業主体の明確化   ・関係者間でサービスを提供する
上での協調・連携 

 ④料金・運賃・決済  運賃のパッケージ化の企画・手続き・
各種協議等 

 事前確定運賃の企画・手続き・各種
協議等 

 サブスクリプションの企画・手続き・各
種協議等 

 ダイナミックプライシングの企画・手
続き・各種協議等 

 QR 等のキャッシュレス決済の企画・
手続き・各種協議等 

 乗車確認の方法 

①事前確定運賃 
②サブスクリプション 
③ダイナミックプライシング 
⑥決済 

  料金設定 
決済 
決済の連携 

  

 ⑤データ連携  連携データの範囲及び連携ルール 
 事業者の基礎的情報のデジタル化 
 システムの構築 
 データ形式の標準化 
 API 仕様の標準化 
 データプラットフォームの実現・関係
者の巻き込み 

①連携データの範囲及び連携ルールの整備 
②データ形式の標準化 
③API の仕様の標準化・設定の必要性 
④データプラットフォームの実現 

マルチモーダルサービス：①モビリティ関連デ
ータの流通促進、②中小規模の交通事業者
の基礎的情報のデジタル化 
移動サービスと周辺サービスの連携：①移
動・非移動事業者間のデータ流通の促進 
コネクテッドカーサービス：①データの取得・通
信・利活用ルール確立 

 データ連携 ・公共交通のデータの一元化とオープン化
の対応 

・観光客が利用しやすい MaaS の実現 

・データ形式の標準化 
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表 2-14  新しいモビリティサービスを持続可能なサービスとする上で解決すべき課題の整理（その２） 
課題整理   既存文献より抽出した課題       

項目 着眼点 説明 1) 都市と地方の新たなモビリティサ
ービス懇談会中間とりまとめ 
（国土交通省） 

2) IoT や AI が可能とする新しいモビ
リティサービスに関する研究会 中
間整理（経済産業省） 

3) 新しいモビリティサービ
スの社会実装に向けた知
見集 ver1.0 
（経済産業省） 

4) モビリティクラウドを
活用したシームレスな移
動サービスの動向・効果
等に関する調査研究 
（国土交通政策研究所） 

5) 観光と地域交通に関する研究
会報告書 観光と地域交通 
（一般財団法人運輸総合研究所） 

6) 人に寄り添う「将来型モビ
リティ」―地域や企業の取り
組みに考える我が国のモビリ
ティのあり方― 
（機械振興協会経済研究所） 

7) 地域特性に応じた MaaS
の評価等に関する実態調査
（国土交通省）／「スマートモ
ビリティチャレンジ関連資料」 
（経済産業省・国土交通省） 

B.  
交通手段間 
連携の加速 

⑥データ活用  データオープン化にともなうコスト
負担等 

 利用実績等データの利活用（災害
時・路線再編・インフラ整備等の
公益的利用、民間利用等） 

 個人情報の保護およびデータセ
キュリティの確保 

 リアルタイム運行情報等の提供 

⑤災害時の情報提供等データの公益的利
用 

  利用者データの活用 
データの公開 

   

 ⑦ビジネス・ 
エコシステム 

 各関係者が継続可能なビジネス
モデルの構築 

   サービスの収益性 ・技術イノベーションへの対応   

 ⑧その他  ①競争政策の見直し ②人材育成  ③国
際協調 

  地域間の展開    

C.  
新型輸送 
サービスの 
普及促進 

⑨サービスに関わ
る規制・制度等 

 法制度（道路運送法・道路運送車
両法・貨物自動車運送事業法・道
路交通法・鉄道事業法・鉄道営業
法・車庫法・駐車場法・運転代行
業法など）や通達等との関係 

新型輸送サービスの推進 C2C カーシェア：①サービスの制度上の位
置付け、②安全性の確保・担保 
準自由経路型デマンド交通（マイクロトラン
ジット）：②既存交通網との調整 
相乗りタクシー：②法的位置づけの整理と
本格制度化 
ライドヘイリング：①自家用有償旅客運送
制度の精査 
貨客混載：②旅客・貨物運送事業兼業（掛
け持ち）の促進に向けたルール整備 
ラストマイル配送無人化：無人配送ビーク
ル等の公道走行に向けたルール整備 
コネクテッドカーサービス：②遠隔車両診断
結果の車検への適用 

①法規制確認  ・観光地におけるタクシーの更なる活用 
・観光客のオンデマンド需要に対応した

複数の選択肢の提供 
・レンタカーによる新形態の後押し 
・観光客目線での自家用車の更なる活

用 
・新しい移動手段の活用 
・現行法制度で対応可能な事項の啓蒙

の必要性 

・法制度（道路運送法・道路運送車
両法・貨物自動車運送事業法・道
路交通法・鉄道事業法・鉄道営業
法・車庫法・駐車場法・運転代行
業法など）や通達等との関係 

 

 ⑩料金・運賃  運賃・料金の設定および算定の
方法 

 相乗りタクシー：③ルート・料金の算定手法
の在り方の整理 

  ・観光地におけるタクシーの更なる活用
（再掲） 

・運賃・料金の設定および算定の
方法 

 

 ⑪事業性  サービスの信頼性 
 サービスを継続的に提供するた

めの事業としての収益性（公共負
担含む） 

 サービスを提供する上で必要な
担い手（運転手等）の確保 

 新モビリティサービスの効率の向
上（マッチング効率、車両再配置
コスト低減、乗り捨て専用駐車場
の維持コスト低減など） 

 事業継続や発展・他地域展開へ
の意欲・体制 

 B2Cカーシェア（ワンウェイ型）：①車両再配
置コストの低減、②乗捨専用駐車場の維持
コストの低減 
準自由経路型デマンド交通（マイクロトラン
ジット）：①運行事業者の採算性確保 
相乗りタクシー：①マッチング効率の向上 
貨客混載：①物流車両による混載運送の
担い手の登場 
移動サービスと周辺サービスの連携：②移
動サービスコストを賄うビジネスモデルの
構築 

③事業スキーム構築 
①PDCA 体制の構築 
②PDCA の循環 

シェアリングサービスの信頼
性の確保 
カーシェアリングのための駐
車場の確保 

・潜在需要掘り起こしの一環としての本
源需要の創出 

・観光地におけるタクシーの更なる活用
（再掲） 

・サービスを継続的に提供するた
めの事業としての収益性（公共負
担含む） 

・サービスを提供する上で必要な担
い手（運転手等）の確保 

 

 ⑫サービスの 
受容性 

 デジタルデバイド 
 サービスに対する安心感・利用の

動機付け 
 地元の協力 

     ・デジタルデバイド 
・サービスに対する安心感・利用の

動機付け 
・地元の協力 

 

 ⑬関係者の合意  既存事業者との調整（タクシーの
営業エリア等） 

 関係者間の利害調整 

  ②ステイクホルダ調整  ・ ・既存事業者との調整（タクシーの
営業エリア等） 

・関係者間の利害調整 

 

 ⑭その他          

D. 
異業種連携 

  異業種の関係者間との協調・連
携 

 交通以外の付帯的サービスの充
実度 

       

E. その他   ①都市・交通政策との整合化 
②多様なモード間の交通結節点の整備（拠

点形成） 
③新型輸送サービスに対応した走行空間

の整備 
④まちづくり計画への移動データの活用 
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2)  共通課題の整理 

新しいモビリティサービスを実サービスとして持続可能な形で定着させるために解決す
べき共通課題について、既存文献から抽出した課題整理の結果を踏まえ、その着眼点を仮説
として表 2-15 の通り整理した。 

次章におけるケーススタディの検討・検証は、本整理を踏まえて行う。 
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表 2-15 新しいモビリティサービスを実サービスとして持続可能な形で定着させるための課題の着眼点 
課題の着眼点   主な内容 

大項目 中項目 小項目 （ゴシック：既存文献より、 明朝：仮説） 

A.  
地域課題への 

①ビジョンと 
サービス設計 

 地域の課題に対応した 
目標やビジョンの設定 

・現状把握が不十分で、地域の課題に対応した目標設定がうまくできていない 
・観光関係者が、観光地として交通に関して目指す方向と最終的になりたい姿を明
確にすることが、異なるステークホルダー間の合意形成において必要不可欠である
[5] 

対応   ユーザーニーズに対応したサ
ービスの設計 

・ユーザーニーズの把握が不十分で、ユーザー志向のサービス設計ができていない 

   実証実験等による 
サービスの検証と改善 

・将来的に目指すサービスと実証実験との関係が不明確で、実証実験が一度きりで
終了してしまうなど、地域のための継続的な取り組みにつながらない 

B.  
交通手段間 
の連携 

②MaaS 事業者の
位置づけ・役割・
責任等 

 MaaS 事業者の法制度上の位
置づけ 

・MaaS 事業者のサービス形態により旅行業法第２条第１項に該当する場合、他の
旅行業者と同様、消費者保護の観点から、旅行業務取扱管理者の選任、営業保証
金の供託、取引条件の説明等が必要となる[1] 

・旅行業法に基づく約款を見直す必要が生じる場合の観光庁及び消費者庁からの
認可取得や展開地域を拡大する際の都道府県単位での旅行業事業者登録等、商
品に応じて、必要な行政手続きの時間・事務コストがかかる場合がある[2] 

・MaaS サービスが円滑に提供されるよう、法令を含む制度のあり方について検討を
行うべきであり、必要に応じて制度・運用の緩和、必要な環境整備のための新たな
仕組み作りも視野に入れて取り組むことが必要である[1] 

   旅客の利益擁護の責務 ・遅延又は他の損害に対する責任を MaaS 事業者が負うかどうか[4] 

   担い手（管理者等）の確保、人
財の育成、ノウハウの継承 

・管理者、システムの技術者など、必要な人材が不足している 

   MaaS 事業者の市場参入 
リスク 

・MaaS 事業者のリスクを低減させ、MaaS サービス市場への参入を促進する観点か
らは、中長期的に保険制度や公的支援のあり方も研究していく必要がある[1] 

 ③多様な関係者と
の連携 

 関係者間でサービスを 
提供する上での協調・連携 

・既存の交通事業者との利害調整に時間を要する[6] 

   MaaS 事業者と交通事業者と
の間の契約 

・個々の公共交通当局との個別の契約に時間を要する[4] 

   異なる地域間のローミング ・国内の他地域との間で、MaaS を連携させるインセンティブが不足している 
・海外の MaaS 事業者との連携のノウハウが不足している 

 ④料金・運賃・決済  運賃のパッケージ化の企画・
手続き・各種協議等 

・旅客運送事業主によるサービスが旅客運送事業の枠内で提供されることを前提に
旅行商品を開発する必要があり、定額運送サービスの場合、事業採算性が確保で
きる価格設定や事業者間のコストシェア等が課題[2] 

   事前確定運賃の企画・手続
き・各種協議等 

・事前確定運賃の場合、迎車料金が含まれる可能性があり、料金が割高になって利
用が減る恐れ 

   サブスクリプションの企画・手
続き・各種協議等 

・定額タクシー運賃制度については事業者や運転者の収入確保などに留意[1] 

   ダイナミックプライシングの企
画・手続き・各種協議等 

・予約制の交通モードを除き、刻一刻と変化する運賃をすべての利用者が円滑に把
握できるかなど、利用者保護の観点から課題が多い[1] 

   QR 等のキャッシュレス決済の
企画・手続き・各種協議等 

・決済システムの構築のためのデータサーバの設置、乗車時確認手段としても活用
する場合には車両ごとの車載器の設置等多大な投資を要するが、赤字路線を多く
抱える地方部のバス事業者、旅客船事業者等、中小の交通事業者にとっては大き
な負担となる[1] 

・複数事業者が提供する一連の移動サービスで事前決裁のシステムを提供する際、
決裁手数料をどの事業者が負担するかといった問題が生じる[6] 

 ⑤データ連携  連携データの範囲及び 
連携ルール 

・交通事業者、MaaS 事業者とも、データ整備や加工・分析に一定のコストを要してい
ることから、保有する全てのデータのオープン化は課題が大きいが利用者にとって
利便性の高い MaaS 実現のためには、できる限りオープン化されることが望ましい
ので、オープン化すべきデータ（協調領域）とそれ以外のデータ（競争領域）の線引
きが必要[1] 

   事業者保有データの整備・デ
ジタル化 

・中小規模事業者を中心に、会社ごとに予約システムの仕様やデータ形式が異なる
場合があることに加え、地方の中小バス事業者では経路検索に必要な情報等の基
礎的情報がデジタル化されていない[2] 

   データ形式の標準化 ・交通事業者が保有する各種データは、交通事業者ごとにデータの形式が異なって
おり、MaaS 事業者は各交通事業者から入手したデータを同一形式に変換・加工す
る過程において高コストとなる[1] 

   データ連携のシステム 
構築（API 連携含む） 

・交通事業者ごとに API 仕様が異なっていると、MaaS 事業者はそれぞれに対応した
システム構築が必要となり高コストとなる[1] 

   個人情報の保護・データセキ
ュリティの確保 

・データの中には、利用者の予約情報や決済にあたってのカード情報等個人情報も
含まれており、個人情報保護の観点から、共有可能なデータの範囲をどうするか、
データセキュリティをいかに構築するかといった課題がある[1] 

・データのやり取りを行う際には、通信の障害が発生する等の緊急時についての対
応のあり方や責任分界点が課題となる[1] 

   利用者へのリアルタイム 
運行情報等の提供 

・交通に関するデータには、タイムラグ等により必ずしも正確でない場合があることを
前提に、信頼性確保の観点からの利用者への情報提供のあり方が課題である[1] 

   データプラットフォームの 
実現・関係者の巻き込み 

・MaaS 事業者が、入手可能なデータの種類等を容易に把握でき、活用できるように
するため、データプラットフォームを実現するべき[1] 
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課題の着眼点   主な内容 

大項目 中項目 小項目 （ゴシック：既存文献より、 明朝：仮説） 

 ⑥データ活用  データオープン化にともなう
コスト負担等 

・データをオープンに利用できる環境を構築するために要するコストを誰が負担するのか 

   利用実績等データの利活用
（災害時・路線再編・インフ
ラ整備等の公益的利用、民
間利用等） 

・観光利用と生活利用に分けてデータを収集していないため、区分が出来ていない[6] 

 ⑦収益分配  関係主体間での収益分配の
ルール 

・利用者と交通事業者との間に、第三者のプラットフォーマーが入ってくるときに、切符
販売が増えれば問題がないが、増えない際に、収入の不足分について、利用者が払う
切符代を高くするのか、交通事業者の収益が減るのか、税金による補填分が増えるの
かが課題となりうる[4] 

 ⑧その他   

C.  
新型輸送 
サービスの導入 

⑨サービスに関
わる規制・制度
等 

 オンデマンド交通 ・相乗りタクシーの明確な法的位置づけを整理し、制度化することが必要[2] 

・自家用有償旅客輸送において、道路運送法 78 条の白ナンバーの運転手には IT 点
呼が認められておらず、管理者も運転手も運行前に対面点呼場所である車庫に出向
かねばならない[6] 

   C2C カーシェア ・既存の規制には当てはまらない「共同使用」方式によって事業化する動きがあるが、こ
れによる制約も大きい[2] 

・オーナーとユーザー間で、安全性確保にあたって重要な保守・管理の主体や運行供用
者責任（事故発生時の責任）の所在の法的根拠が不明確[2] 

   グリーンスローモビリティ ・ペデストリアンデッキにグリーンスローモビリティを走らせるのは一つの方法だが、現状
では法的制約がある[6] 

   電動キックボード ・e スクーターは、日本では原付扱いとなり、車体お保安基準や免許等が必要なため、
公道走行はほとんどみられない [5] 

   貨客混載 ・貸切バス・タクシーによる貨物運送の許可の取得（車両の掛け持ち）は過疎地域のみ
に制限[2] 

・過疎地域以外においても、救援事業として社会通念上貨物運送行為とみなされない範
囲でタクシーが貨物を運ぶことは可能だが、許可基準が不明瞭であり、安定的な事業
運営に課題[2] 

   ラストマイル配送無人化 ・無人配送ビークル等の新しい形態の車両については、道路交通法上の取り扱いが想
定さてれおらず、取り扱いが不明確な場合がある[2] 

・車両として整理された場合、道路（道路法第 2 条）を走行するには道路運送車両法に
おける保安基準への適合が必要とされるが、既存の保安基準との整合の確保が困難
な場合が多い[2] 

・現状、車両による歩道の走行は実証実施も困難[2]  

   コネクテッドカーサービス ・データの取得・通信・利活用を拡大するにあたり、データ共有スキーム・連携、プライバ
シー確保の在り方、データ越境、セキュリティリスク、インフラ・車両の通信プロトコル・
通信帯等のルール、考え方が確立されていない。[2] 

・車検で見ている検査項目について、コネクテッドによる車両診断サービスによって個車
単位で定期的/定常的に診断することができる可能性が高まる中、制度面での見直し
は今後の課題に[2] 

 ⑩料金・運賃  運賃・料金の設定および 
算定の方法 

・相乗りサービスを乗合事業として行う場合、ルート・料金の算定手法について、乗用旅
客運送事業（タクシー事業）との兼ね合いが課題となる[2] 

・非移動サービスとの連携により移動サービスの運賃を低減させる余地が出てくるが、
ルール上運賃設定の柔軟性が低く、そうしたビジネスモデルが構築しにくい。[2] 

 ⑪サービスの継
続性 

 事業としての収益性 
（公共負担含む） 

・モビリティサービス自体としての収益性改善には限界があり、他産業との連携等を通し
た収益ポケットを創造したり、交通以外の分野への波及効果を見込む等、モビリティサ
ービスの枠組みを再定義することが有効である[3] 

・デマンドバスが運行するのは元々需要の小さい過疎地でのみ認められる傾向にある
ため、採算性の確保が難しい[2] 

   担い手（運転手等）の確保、
人財の育成、ノウハウの継
承 

・貨客混載について、物流車両を用いた貨物運送事業者による旅客輸送に対し、地域
の足の確保への期待がある一方、物流業界における人手不足等を背景に実施主体が
不在[2] 

・路線バスをいくら導入したとしても運転手不足により、住民の多様化する移動ニーズに
供給側が応えられない恐れ[6] 

   輸送効率の向上 ＜相乗りタクシー＞ 

・十分な母数が得られない場合、乗客同士のマッチングの成功率が低く、長時間の待ち
時間を要することになる。[2] 

＜B2C カーシェア（ワンウェイ型）＞ 

・車両の偏在に伴う再配置コストの回収が課題。[2] 

・一般駐車場とステーションの併用不可が認められず、乗捨専用駐車場を常に確保して
いなければならないことや台数以上の専用駐車場の確保が求められるため、駐車場
維持コスト負担が大きい。[2] 

・長時間駐車可能な道路スペースが殆ど存在せず、ドイツのようなフリーフロート型が成
立しにくい。[2] 
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課題の着眼点   主な内容 

大項目 中項目 小項目 （ゴシック：既存文献より、 明朝：仮説） 

 ⑫サービスの受
容性 

 サービスに対する安心感・利
用の動機付け 

・カーシェアリングなどについて、利用促進等の観点から、公共交通と同程度の信頼性
を確立することが課題（カーシェアリング車両に予約して乗込んだところ、直前の利用
者が駐車料金を払っていないケースがあった）[4] 

・デマンド交通について、「見ず知らずの人と乗り合う」ことに抵抗感があると捉えてお
り、利用されない可能性が高い[6] 

   地元の協力 ・新たなモビリティ展開を意図する際、やはり地域住民に乗車してもらう、すなわち実証
が必要だが、地域によっては「実験」に拒否反応を示すこともある[6] 

・地域内交通では、地域組織（自治会等）や NPO など地域における課題を主体的に解
決、あるいは地域課題を自分事として意識して活動するアクターの存在が重要である
[6] 

 ⑬関係者の合意  既存の交通事業者との 
協議・調整 

・デマンドバスの運行にあたっては、地域の交通事業者等をメンバーに含む地域公共交
通会議の協議を経ることが必要とされているため、実態上、新規参入者の参入障壁が
高い [2] 

・電動カートについて、公共交通を担う他の機関との関係では、市のコミュニティバスや
バス・タクシー会社の運営する交通手段との連携や補完のあり方が課題のひとつとな
っている [6] 

・自家用有償旅客運送の登録は地域公共交通会議で２～３年ごとに更新が必要であ
り、あまりやみくもに改革案を言うと更新が認められなくなる可能性がある。地元交通
事業者の発言は影響力がある [6] 

・新たなモビリティサービスの導入にあたって、既存事業者等やその他のステイクホルダ
との間でハレーションが発生する例も存在する
[3] 

   その他の関係者間の 
協議・調整 

・自治体、行政は地域の交通事業者、地域組織など様々な関係者を巻き込み、利害を
調整し、状況の変化に柔軟に対応した持続可能な仕組みづくりの担い手となることへ
の期待がある[6] 

 ⑭その他    

D. 
異業種連携 

  異業種の関係者間との 
協調・連携 

・異業種の関係者との間での認識に差異があり、サービスの具体的検討等を進めていく
中で協力が困難となる恐れ 

   交通以外の付帯的サービス
の充実度 

・移動サービスのコストを賄うだけの収益化に至っているケースは少なく、幅広い異業種
間連携も見据えたビジネスモデルの確立が重要に[2] 

   異業種とのデータ連携 ・移動・非移動事業者双方による情報の公開・標準化、API 連携等のデータ流通の促進
が課題[2] 

・移動・非移動事業者間での個人情報等、活用される移動情報・データの取扱に関する
考え方が不明確[2] 

E. その他    

 

[1] 「都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 中間とりまとめ（平成 31 年 3 月）」国土交通省 

[2] 「IoT や AI が可能とする新しいモビリティサービスに関する研究会 中間整理（平成 30 年 10 月）」経済産業省 

[3] 「新しいモビリティサービスの社会実装に向けた知見集 ver1.0（2020 年 3 月）」株式会社野村総合研究所 

[4] 「モビリティクラウドを活用したシームレスな移動サービスの動向・効果等に関する調査研究（2019 年 9 月）」国土交通省 国土交通政策研究所 

[5] 「観光と地域交通に関する研究会報告書 観光と地域交通（2020 年 7 月）」一般財団法人運輸総合研究所 

[6] 「人に寄り添う「将来型モビリティ」―地域や企業の取り組みに考える我が国のモビリティのあり方―（2020 年 3 月）」機械振興協会経済研究所 
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(2)  課題の着眼点とインタビュー項目 

1 章で抽出、整理した共通課題の内容を踏まえインタビュー調査を実施する際の調査項目
の着眼点について、仮説として整理した結果を表 2-16 に示す。 

インタビュー項目は、課題の着眼点で整理した中項目を用いるとともに、各取組に関して
ホームページ等で公表されている情報に基づき関わりがあると考えられる具体的な内容を
インタビュー項目とセットで用意することで、課題を幅広く捉えることを試みた。 
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表 2-16 課題の着眼点（既存の調査研究報告にもとづく整理） 
大項目 中項目 小項目 
A.  
地域課題への 
対応 

①ビジョンと 
サービス設計 

 地域の課題に対応した目標やビジョンの設定 
 ユーザーニーズに対応したサービスの設計 
 実証実験等によるサービスの検証と改善 

B.  
交通手段間 
の連携 

②MaaS 事業者
の位置づけ・
役割・責任等 

 MaaS 事業者の法制度上の位置づけ 
 旅客の利益擁護の責務 
 MaaS 事業者の市場参入リスク 

 ③多様な関係者
との連携 

 関係者間でサービスを提供する上での協調・連携 
 MaaS 事業者と交通事業者との間の契約 
 異なる地域間のローミング 

 
 
 ④料金・運賃・

決済 
 運賃のパッケージ化の企画・手続き・各種協議等 
 事前確定運賃の企画・手続き・各種協議等 
 サブスクリプションの企画・手続き・各種協議等 
 ダイナミックプライシングの企画・手続き・各種協議等 
 QR 等のキャッシュレス決済の企画・手続き・各種協議等 

 
 
 
 
 ⑤データ連携  連携データの範囲及び連携ルール 

 事業者保有データの整備・デジタル化 
 データ形式の標準化 
 データ連携のシステム構築（API 連携含む） 
 個人情報の保護・データセキュリティの確保 
 利用者へのリアルタイム運行情報等の提供 
 データプラットフォームの実現・関係者の巻き込み 

  
  
  
  
  
  
 ⑥データ活用  データオープン化にともなうコスト負担等 

 利用実績等データの利活用（災害時・路線再編・インフラ
整備等の公益的利用、民間利用等） 

  

 ⑦収益分配  関係主体間での収益分配のルール 
 ⑧人財  人財の育成・ノウハウの継承 

 担い手（管理者等）の確保 
 ⑨その他  
C.  
新型輸送 
サービスの 
導入 

⑩サービスに関
わる規制・制
度等 

 オンデマンド交通 
 C2C カーシェア 
 グリーンスローモビリティ 
 電動キックボード 
 貨客混載 
 ラストマイル配送無人化 
 コネクテッドカーサービス 

⑪料金・運賃  運賃・料金の設定および算定の方法 
⑫サービスの 

継続性 
 事業としての収益性（公共負担含む） 
 輸送効率の向上 

⑬サービスの 
受容性 

 サービスに対する安心感・利用の動機付け 
 地元の協力 

⑭関係者の合意  既存の交通事業者との協議・調整 
 その他の関係者間の協議・調整 

⑮人財  人財の育成・ノウハウの継承 
 担い手（運転手等）の確保 

⑯その他  
D. 
異業種連携 

  異業種の関係者間との協調・連携 
 交通以外の付帯的サービスの充実度 
 異業種とのデータ連携 

 
 

E. その他   
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(3)  質問票 
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2.2  ケーススタディ先提供資料 

(1)  川崎市 

なし。 
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(2)  前橋市 
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(3)  京都丹後鉄道沿線地域 

なし。 
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(4)  大田市 
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(5)  会津若松市 

なし。 
 
 

(6)  伊豆エリア 

 なし。 
 
 

(7)  チョイソコ 

 なし。 
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取組概要2.3 
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モビリティ
ビジョン

• 高齢の方から若い方までどんな世代の方でも自家用車に過度に頼ることなく、公共交通や、カーシェア、サイクルシェアなどの交通サービスを適
材適所で使い分けられるような環境をつくる。

• 休日等に発生している道路混雑や、バスが通る幹線道路との間に高低差があるなどの理由で公共交通サービスへのアクセスの難しい地域に
おける、ラストワンマイルの交通手段の確保など、交通サービスの利便性を図ることで沿線価値の向上を目指す。

• 上記を新しいモビリティサービス（オンデマンド交通等）とMaaSなどのソフトウェア（アプリ）の提供の両輪で実現する。

サービス
概要

実施主体 【協議会の構成員】川崎市、小田急電鉄株式会社、小田急バス株式会社、川崎交通産業株式会社、神奈中タクシー株式会社

導入効果
・2019年度の国土交通省の実証期間中（2019年10月から2020年3月10日まで）のアプリダウンロード数は約1.4万件、バス無料チケッ
トの提供は約3,000枚である。

・バス無料チケットの有無により、路線バスによる商業施設の来店頻度が上がったとの回答が、バス無料チケットの未取得者に比べ、取得者は4
割ほど高くなっており、目的地となる商業施設とバスの連携が、駅前での買い物の促進につながった可能性がある。

（1）川崎市

＜複合経路検索サービス＞
• MaaSアプリ”EMot”を通じて、鉄道や路線バスだけでなく、

カーシェア、シェアサイクル、タクシーなど多様な交通手段が連
携された経路検索サービスを提供

• 複合経路検索の結果からは、リアルタイム運行情報や、タク
シーアプリ、カーシェア予約サイト、ロマンスカー予約サイトへの
遷移が可能

＜バス無料チケットの提供＞

出典：小田急電鉄株式会社提供資料

＜オンデマンド交通サービス＞
• オンデマンド交通サービスを提供（EMotから検索・配

車・決済が可能）
• サブスク型（乗り放題）のプランも検討

＜小田急線の「混雑予報」配信＞
• 安全で快適なお出かけのための情報提供の一つとして、

小田急線の「混雑予報」を配信（各列車・各駅間ご
と）

出典：小田急電鉄株式会社提供資料

• 新百合ヶ丘エルミロードにおいて2500円以上購入し
た方に対して、新百合ヶ丘駅発着系統の小田急バス
で使えるバス無料チケットを提供

出典：EMotホームページ「小田急線の混雑予報 | EMot」
（https://www.emot.jp/crowd.html
2021年2月15日閲覧）

課題と
解決の道筋

【アプリ等の利用しやすさ】
• 高齢者の方にアプリをダウンロードしてもらい、クレジットカードを登録しても

らうことはハードルが高い
【ダイヤや運賃のデータの活用】
• データ連携にはコストや人手がかかるため、運輸局が保有するダイヤデー

タや交通系ICで利用している料金データ等が使用できると良い
【リアルタイムのデータ連携】
• 鉄道のリアルタイムデータを連携するためにはシステム構築や改修、維持

管理に関わる負担がある（バスについては、GTFSやバスロケーションシス
テムと連携）

• バスロケのデータ形式が事業者によって異なる場合がある
【個人情報】
• カーシェアとの連携で運転免許証情報が必要だが、プラットフォームで情

報を持つことは難しい
【データの共有】
• 関係する主体すべてと連携の契約を交わすことは手間がかかる
【発券・乗車確認】
• アニメーションによる目視での乗車確認には限界があるが、設備投資には

費用がかかる
【システム導入費用】
• レガシーシステムとの接続は大変でコストがかかる
【データ活用のニーズ】
• OD等のデータから、ミーティングポイントの検討、需要変動の検討等が可

能
【活用しやすい形式への変換】
• ローデータから、分析等に活用しやすい形式にデータを抽出することが必

要
【運行効率】
• オンデマンド交通に関しては、時間帯で需要の偏りがあると無駄が生じる

ため、閑散時の利用促進が課題
【事業者の確保】
• 営業範囲の拡大は事務負担が増え、運転士も限られる
【収益確保】
• コストをどう賄うかが課題。自治体や町会等の協力が必要なエリアもある

【電子決済】
• スマートフォンにクレジットカードの情報を登録することに対する抵抗（特に

高齢者）
【利用者の認識】
• オンデマンド交通の周知・広報が課題
【ダイナミックプライシング】
• 現在の運賃体系（上限運賃）では、ダイナミックプライシングを使うメリッ

トがない
【実証実験中の白ナンバー問題】
• 白ナンバーによる運行では、緑ナンバーによるバス停の共有などができない

ため、シームレスな接続に課題
【旅行業としてのMaaS】
• 旅行業に該当しないと、説明しなければならないことが多く苦労した
【MaaS協議会の地域設定】
• MaaS協議会は１地域１協議会が必要で、沿線で実施する場合に負

担が大きい
【観光連携】
• 旅行業法や標準旅行業約款は対面書面主義で実態との齟齬が大きい。

第三者のプラットフォームが入る場合の制度が整っていない
【新型輸送サービスのための空間確保】
• バス停への乗り入れに向けては、道路交通管理者をはじめ、関係者との

協議・調整が必要
• 新型輸送サービスが増加するのであれば、駅前広場等の使い方について

今後検討が必要
【輸送需要に対応した車両】
• 最適な輸送人数に対応した車両の準備が必要
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EMot a
（アプリ）

■川崎市

利用者

小田急
バス

商業施設

川崎交通産業
・神奈中タクシー

商品購入（一定金額以上）で
バス（往復）無料チケット取得

川崎市

情
報
提
供

多様な交通事業者
（カーシェア、
シェアサイクル、
タクシー、航空）

・広報誌等でのPRで協力
・高齢者を含む市民向けに
共同でアプリ操作体験会実施

小田急電鉄のMaaSのねらいと仕組みについて
•データプラットフォーム及びEMot単体の利益だけでなく、グ
ループ全体の利益、沿線価値向上を重視

•オンデマンド交通では、私用・私事目的移動のマイカー利用
からの転換を狙う。対象地域は、現在は新百合ヶ丘エリアだ
が、採算性及び効果が実証されれば他地域に拡大する可能性

• アプリ作成主体双方の合意があれば、
あるアプリで販売している電子チ
ケットを他方で販売することも可能

MaaS Japan
（データプラットフォーム）

小田急電鉄

小田急電鉄

他地域
（アプリ）

オンデマンド交通

ヴァル研究所
（mixway API）

時刻表出版社

オンデマンド交通（新百合ヶ丘周辺）
（当初無償、21年は21条有償運行）

• オンデマンド交通による最適な輸送
人数に対応した車両の準備を実施

• 収益と人件費とのバランスなど、ビ
ジネスモデルの検討が今後の課題

検
索

購
入
・
支
払

時刻表データ

機能連携

使用料

【機能】
・複合経路検索
・デジタルフリーパス
（交通＋施設等）
・オンデマンド交通配車
・周遊プランニング機能

オ
ン
デ
マ
ン
ド
交
通

配
車
予
約

Shotl
（配車システム）

配車指示

観光等
施設

使用料

売上
精算 混雑・

遅延
情報

網掛け組織：MaaS実証実験推進協議会のメンバー

• 列車・区間毎の混雑・遅延情報を当該アプリで提供する目標
• チケットは、キャッシュレス（非対面購入）で、かつ、非接触で確認

新型コロナ対応

新モビリティの主軸となる箇所
経路検索に関わる情報の流れ
購入支払いに関わる情報の流れ

• アプリのダウンロードや
電子決済に対する抵抗感

小田急
電鉄
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モビリティ
ビジョン

• クルマ社会の弊害（コミュニケーションの確保や中心市街地の活性化に対する不利）、赤字路線バスへの補助の財政負担増大が問題に
なっており、都市のインフラを根本的に見直す。

• 現状の公共交通ネットワークを維持できないという認識のもと、市民に利用しやすいよう・現状の都市構造と生活様式に合うように交通を再編
する。

• IoT・ICTを使ったMaaSを活用して、利用者・来訪者にわかりやすいように路線・ダイヤを案内したい。

サービス
概要

実施主体 ・前橋市新モビリティサービス推進協議会（前橋市、NTTデータ、JR東日本高崎支社、未来シェア、NTTドコモ、群馬県バス協会、TOPIC、
前橋地区タクシー協議会、群馬大学、上毛電気鉄道）

導入効果 ・実験期間が新型コロナウイルス感染症流行開始に差し掛かってしまったため、輸送サービスの利用において明白な効果は得られなかった。
・アプリは公共交通非利用者にもダウンロードされ、店舗情報などは多く閲覧された。

（2）前橋市

JR東日本の観光型
MaaSと前橋市の
生活型MaaSの連携

決済機能の提供。
定額チケット、マイナン
バーカード、顔認証

既存のデマンド型
交通サービスの高度化

5Gを活用した自動運
転バスとの連携
路側カメラ・センサによ
る死角監視補助・複
雑交通の把握、顔認
証決済

【令和元年度の取組を踏まえた、令和2年度の取組概要】

【令和元年度の取組】
• 前橋市内の乗り物の利用（定時定路線交通：検索可能、一部バス：バスロケ有り、デマンド型交通：予約可能）
• 他産業の連携（施設案内・クーポンをアプリ上で表示）
• MaaS実証実験の中で、一定地域のタクシー割引利用サービスを提供（実験時は無料）

課題と
解決の道筋

【ビジョンの共有】
• 個々のプレイヤーは存在するが、全体構想を描く主体が必要
【実行母体】
• 交通事業者にMaaSオペレーターの役割を持たせたいが、新たな事業を

おこなう余力がない
【データの鮮度維持】
• オープンデータを常に最新情報にアップデートする必要あり。ボランティア

ベースでは限界
【システム導入費用】
• 複数交通モードを乗り継いだ場合の割引インセンティブのためのシステム

構築が難しい
【データ取得】
• 利用券のため移動実績データがとれない
【分析のためのデータ提供が行われない】
• 鉄道でデータが開示されないケースがある
【オープンデータの活用】
• オープン化されたデータの利活用があまり進んでない
【収益確保】
• AI運行バスの収益性確保
• 民間が保有するバスを自動運転化して成り立つスキームにする必要あり
【自動運転等による無人化にあたっての課題】
• 安全は、自動運転と遠隔監視のどちらが受け持つか
• 無人の移動サービスにするため、料金収受をどうするか
• セキュリティ面からは、MaaSと自動運転の結びつけには一定の線引きが

必要
• 複数台を遠隔監視する体制
【高齢者等のデジタルデバイド】
• 高齢者はアプリをあまり使えず、なかなか普及しない
【利用者の認識】
• 短い実験期間では、便利なサービスであっても移動習慣は短期間で変

化しない
• 自動運転に対する不安は存在するが、乗車後は好評

【事前確定運賃】
• 事前確定運賃の算出や報告など手間が多い
【新型輸送サービスの運賃設定】
• デマンド交通の運賃設定の妥当性が課題
【運賃プール制】
• 再配分のルールが整理されていない
• バス再編により有利不利がでるため、その影響を緩和する方法を検討し

ている
【共同経営】
• 共同経営についての青写真が描けていない
【自動運転の課題】
• 道路運送車両法では、車両の運転には運転手が乗っていることが前提

になっており、対応が必要
• 非常停車時に警備会社が駆けつけても、二種免許を保有しておらず、

手動運転対応が困難
【既存の交通事業者等との連携体制】
• タクシーが充実しているところにデマンド交通を導入する場合に調整が難

航
• 新型輸送サービスの導入は地域公共交通会議で賛同が得られない場

合がある。無関係に反対される場合もある
【商業連携】
• 商店街割引クーポンの原資を商店街に求められるか
• クーポン利用時の消込がシステムとして対応できていない
【医療連携】
• 通院の予約時刻と検査などの都合で来院すべき時刻とが異なることがあ

り、連携が難しい
【乗り継ぎ環境の整備】
• 異なる交通モードの乗り継ぎ環境・待合環境の整備が課題
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利用者

タクシー事業者

３
つ
の
柱

委託費支払い

日本中央バス
（一般乗合）

マイタク
（タクシー利用補助制度）

ラストマイル
タクシー（Ｒ元）

運賃補填

■前橋市

タクシー
事業者バス事業者（5社）

クルマ社会からの脱却、市街地再生、公共交通維持
をめざして、地域公共交通網形成計画による公共交
通再編を推進

前橋市
①幹線・支線・デ
マンド交通によ
るバスネット
ワークの再編

③MaaS環境の構築
（都心回遊定額
制チケット、郊
外から中心部へ
の複数交通モー
ドの一括検索・
予約・決済及び
乗継割引など）

群馬大学

自動運転
車両提供

・MaaSオペレーターをど
うするかが課題（交通
事業者は余力なく、都
市再生推進法人、財団
法人、バス事業者の集
約会社等を構想）

タクシー相乗り
の事前確定運賃
は運輸局との手
続きが大変

自動運転
・運転と旅客対応の切分けによる人材確保の容易化
・無人でも運賃収受が可能な仕組みが望ましい
・遠隔監視センターは、バス事業者の費用を逓減させるため、複数
バス事業者による共同経営が考えられる。
・乗車体験により、不安感が減少した実績
・マネタイズの観点から、適用路線の選定が重要

・異なる交通モードの乗継ぎ環境・待合環境の整備が課題
・デマンド交通と定時定路線の一括決済（マイナンバー
カードを活用した市民対象の乗継割引）

コロナ支援金の交付にあたり、事業者における
MaaSへの取組等の提示を条件とした

配
車
予
約

地域交通ネットワークの有効化に資する取組となるよ
う、交通事業者とIT企業による新モビリティ推進協議
会を立上げ。

路 線 バ ス

NTTドコモ
（AI配車システム）

地元
商店

交通系ICカード導入によ
る乗降データ取得。再編
に活用

商店街クーポン。
割引原資は協力店舗
が負担

②共同経営の視点
も踏まえたバス
サービスの効率
化（パターンダ
イヤ化など）

ググっとぐんMaaS
【webブラウザによるサービス】

検
索
・
行
程
管
理

【群馬県オープンデータ（GTFS)】

JR東日本

昨年度はジョルダンのMaaSアプリを
採用。令和２年度は広域交通ネット
ワークとの連携を考えJR東日本を採用

AIデマンド
交通

未来シェア
（AI配車システム）

ヴァル研究所
（mixway API）

使用料

購
入
・
支
払

（
定
期
券
）

販
売
手
数
料

※バス事業者・タクシー事業者は、業界団体（群馬県バス協会・前橋地区
タクシー協議会）の形で新モビリティサービス推進協議会に加盟。

網掛け組織：新モビリティサービス推進協議会のメンバー

・運賃プール制の考え方
が未整理
・共同経営の青写真は検
討中
・共通定期券の利活用促
進（独禁法適用除外に
より）

販売手数
料の負担
感が課題

事業者毎にデータ保持の仕方が異なり、
既存タクシー事業者のデータ連携は困難
→マイナンバーカードにより、マイタク
利用者等の移動の実績データの取得

アプリ利用率向上の
工夫が必要。アプリ
説明会など。

路線バスの都心回遊定額制チケット
（店舗の特典付）を検討中

JR東が販売するデジタル
フリーパス等の関連デー
タについて、地域交通側
での活用について調整中

市からの運行委託による郊外
部ＡＩデマンド交通は、利便
性向上（戸口から戸口）によ
る利用者増により、市の財政
負担を圧縮できるか。

オープンデータ整備と事
業運営の一体推進で輸送
計画作成等が効率化

交通事業が民間事業のままでいいのかという疑問。
公共交通は都市のインフラとして位置付けるべきでは

バス情報がわかりにくい等の声を背景に、市が、交
通事業者におけるMaaS等の導入を主導

・来院者向けに次回来院時の交通サービスを案内できるよう待合室に
共通端末の配備を検討
・健康保険証の機能の付与（マイナンバーカード）による個人のカル
テ情報と移動手段の連携可能性を検討

使用料 使用料委託費支払い
（一部路線）

収益
配分

新モビリティの主軸となる箇所
経路検索に関わる情報の流れ
購入支払いに関わる情報の流れ
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モビリティ
ビジョン

• 地方でのMaaSは、最適化や効率化が目的の都市型MaaSと異なり、移動手段の確保と、限られた交通サービスをシームレスに繋ぐことでの
「需要の創出」が目的。

• 交通空白地にオンデマンドを配置し、マイカーがなくても公共交通だけで移動できる環境を整備することで、交通需要を創出する。
• オンデマンドを活用して、生活交通に加え観光交通や福祉交通、物流等の多様な種類の移動に取り組むことにより、持続性のある地方の交
通サービスを構築する。

• MaaSによって収集されたデータを行政がグリップし、まちづくりと一体となって交通サービスを提供する。

サービス
概要

実施主体

【全体統括】 WILLER株式会社（R1・R2）、京都府（R1）
【沿線自治体】兵庫県（R1）、福知山市（R1）、京丹後市（R1）、宮津市（R1）、舞鶴市（R1）、伊根町（R1）、与謝野町（R1）、豊岡市（R1）
【交通事業者】WILLER TRAINS株式会社（R1・R2）､丹後海陸交通株式会社（R1）､全但バス株式会社（R1）､峰山自動車株式会社（R2）
【観光関係者】一般社団法人 京都府北部地域連携市圏振興社（R1）、一般社団法人豊岡観光イノベーション （R1）
【システム開発】WILLERS PTE. LTD.（R1）、AZAPA株式会社（R1） 【システム提供】WILLERS PTE. LTD.（R2）
【地方公共団体】京都府（R2）、京丹後市（R2）、与謝野町（R2）

導入効果 ・コロナの影響で、利用が限定的となり、効果が十分に計測できていないが、利用促進キャンペーン等によりアプリは一定数のインストールがあり、
継続利用も見られる。

（3）京都丹後鉄道沿線地域

＜アプリの構築＞（R2）
• ユーザーアプリ（会員登録、オンデマンド配車・タクシー予約、

路線バス・鉄道を含めた経路検索、デリバリーサービス予約）
• ドライバーアプリ（予約受付・ルート表示・ユーザーとのチャット

/通話機能）
• 管理画面機能（デリバリー商品登録、会員管理、予約管理、

ドライバー/車両登録、プラン管理）

＜デリバリーサービスの提供 ＞（R2）
• システムに登録された地元商店の商品を、アプリで購

入できることを目指し、アプリ上で商品一覧・詳細を表
示、ワンクリックで電話をかけられるようにし、需要を調
査した。

＜決済 ＞（R2）

出典：WILLER株式会社「MaaSアプリ「WILLER」｜
WILLER TRAVEL」
（https://travel.willer.co.jp/maas/ 2021年3月25
日閲覧）

＜オンデマンド交通の利用方法 ＞（R2）
• アプリで出発地、目的地、乗車人数を入力するとAIに

よって最適なルートが計算され、配車場所と時間が利用
者に通知される。

• 高齢者等向けに電話予約も対応する。

＜交通サービスの提供 ＞（R2）
• 鉄 道：路線検索サービスの提供
• 路線バス：路線検索サービスの提供
• オンデマンド交通：オンデマンド交通単体の路線検索・予約

機能及び、公共交通とオンデマンド交通を組み合わせた複合
検索及び予約機能の提供

• タクシー：検索及び予約機能

＜オンデマンド交通の特徴 ＞（R2）
• オンデマンド交通は事前にシステム設定をした運行エリ

ア内で運行
• アプリで車輌を呼び出してから迎えに来るまでの待ち時

間を減らす仕組みを導入
• 誰でも使いやすいアプリのUI・UXを設計
• 料金を気にせず、いつでも気軽に利用いただける定額

プラン（※実証実験では無償）

＜MaaSアプリへのQRシステム、沿線交通・施設への
QR読取システムの導入＞（R1）

• 経路検索、一部事前予約・配車・決済を可能とする。
• 本実証でQRシステムを導入する事で、距離制運賃含む公共

交通の決済をアプリ上で可能とする。

＜MaaSアプリ、QRシステムから取得したデータの
沿線地域における利活用 ＞（R1）

• MaaSアプリより取得する利用者属性データに加えて、 QR
データから行動履歴及び消費履歴データを把握する。

• データに基づくオンデマンド交通を始めとする地域ニーズに根差
した新交通サービスの企画や、地域計画に役立てる。

出典：WILLER株式会社「MaaSアプリ「WILLERS」新たにQR即時
決済機能を追加～お客様目線で分かりやすさ・使いやすさをアップデー
ト～」
（https://www.willer.co.jp/news/press/2020/0203_3902
2021年1月18日閲覧）

• デリバリーサービス利用の際の決済機能

課題と解決
の道筋

【アプリ等の利用しやすさ】
• 地域外からの来訪者が、特定エリア向けのアプリにどれほどメリットを感じて

もらえるかが重要
• アプリをダウンロードしてクレジットカードに登録することへの抵抗感
【行政の関わり方】
• 交通事業がこのまま民間事業でいいのか疑問。都市のインフラとして位置

づけるべきではないか
• 観光や福祉を巻き込んだ取組が必要
【行政による関係者間の仲介】
• 連携できていない交通事業者等がいる場合などは行政によるサポートが

重要
【システム導入費用】
• それぞれの交通事業者の配車システム、データの形式が別々
【データ活用のニーズ】
• 公共交通利用者の掘り起こし、過疎地域での運行、路線バスの再編な

どに活用したい
• データがとれれば、利用者に応じた配分が考えられる
【データ提供の基準】
• 個人情報の線引きが必要
【データ保有や管理等のルール】
• 地域でデータが保有、活用できるようにすることが重要
【運行効率】
• AIは学習していくものであり、軽率な良し悪しの判断は危険
【運転手の確保】
• AIオンデマンドやデリバリーの課題は供給能力
【収益確保】
• 収益性が確保できる需要を確保する運行範囲の設定が必要
• ドライバー不足のため、交通事業者としては利益路線をやめて新しい取

組を行う冒険をしにくい

【他の事業との組み合わせ】
• 人の移動とデリバリーサービスを組み合わせて収益を得たいが、営業行為

になり許可が必要
【高齢者等のデジタルデバイド】
• 高齢者はアプリをあまり使えず、なかなか普及しない
【利用者の認識】
• 導入期は、高齢者の行動変容が課題
【既存の交通事業者等との連携体制】
• 既存の交通事業者がいる中で新たに輸送サービスを加えると、既存のバ

スの運行が継続できなくなる恐れ
【デリバリー】
• 食品は保健所で許可をもらわないといけないなど障壁がでてきそう
【福祉連携】
• 福祉はどこまで連携できるのか、国の連携度合いがわからない
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WILLER㈱

住民の登録会員

Willer Trains㈱
京都丹後鉄道

[豊岡]     [京都北部]
(DMO)TTI・海の京都

京都丹後鉄道沿線地域での地方郊外型WILLER MaaS事業における
QRシステム導入実証（2019年度 線的取組）

京都府北部地域におけるAIオンデマンド交通
導入実証（2020年度 スポットを含む面）

峰山自動車㈱
タクシー

利用者

デマンド乗合交通(生活交通）
・7時～17時を基本（１～2台の車両で、迅速に
対応できるよう、時間拠点で曜日を変えるか検討）
(課題) 需要に応じた車両配置

・AIデマンド予約に公共交通を組合せた複合経路検索
・電話予約を含む対応
・実運用では、定額プランを志向しているが、当初は

都度払いも想定される（実証中は無償）

丹後海陸交通㈱
バス・ケーブルカー・遊覧船等

ジョルダン（経路検索エンジン）

タクシー事業者
観光タクシー等

経路検索

販売手数料

予約・購入・支払

手数料

QRシステム（決済用クレジットカードによるアカウント設定）の導入（2通りの機能）
・アプリによる事前購入チケットをQRコード読取車載器等が認識（2020年度も鉄道及びバスは継続中）
・即時決済（アカウント設定済アプリのスマホで、乗降改札時等に当該車載器等で読取り、決済）
（利点）・乗務員と利用者の省力化になり、ICカードシステムよりも安価なため、地方郊外に適する

・利用データと利用者属性とのクロス分析により、周遊券・サブスクリプション等の収益配分、
運行・交通・まちづくり計画等に生かせる期待

（課題）クレジットカード紐付けへの抵抗感、アプリのUI向上と対象エリア拡大（汎用性）、
コロナ禍による利用検証と浸透の不足、バス事業者等の投資余力の欠如、
データの収集・管理の主体（行政という要望あり）と幅広く利用させるルールの策定

（対応案）自治体による宣伝周知、1アプリによる対象地域の全国への拡大

京都府
兵庫県+沿線5市2町

商品組込み
[左欄の網掛け組織：MaaS推進協議会のメンバー]

京都府・沿線2市町

（WILLERS PTE Ltd.）
オンデマンド用アプリ（利用者用・

運転手用）

・マイカーから公共交通への転換のための手段 ・WILLERアプリは、東北海道及び南山城でも展開中
・東南アジアと共通のアプリ→彼地からの外客も使いやすく、海外観光宣伝にも便宜

・協議会における情報共有は、
自治体等の人材育成の一環

・効果が実証できたら、他地区に広げたい
・市町村は、地元事業者とのつなぎと広報支援

全但バス㈱

事業者が意識する課題・提案
・バン車両について、行政からの提供支援は考えられないか。
・データについて、まちづくり等に活用できるよう行政に提供し、行政が管理する一方、行政がサブスクリプションについて、
費用を補填できないか。

・デマンド交通について、需要に応じて車両を使い分けられる柔軟な制度運用

■京都丹後鉄道沿線地域

ユニ・トランド（経路検索エンジン）

運
行
委
託

変更

デマンドデリバリー
・地元商店の商品について、購入者まで運ぶ
・店舗の混雑情報もアプリで確認

Willerアプリ

新モビリティの主軸となる箇所
経路検索に関わる情報の流れ
購入支払いに関わる情報の流れ

観光サービス
体験活動・レジャー施設・
レンタサイクル・レンタカー等
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モビリティ
ビジョン

• 需要を集約して効率よく運ぶ「定額タクシー」のサービスを過疎地に導入するとともに、移動サービスと連携した「小さなビジネス」「健康づくり活
動」などを実施する。

• 上記により、住民に都市部ほどではないにせよそれなりに便利な移動サービスを提供し、自動車保有コストの削減・可処分所得の増加につな
げる。効率的な移動の足確保により自治体が税金を節約できるようにする。安定収入の確保によりタクシーのビジネスモデルを改良し交通事
業者が若者をドライバーとして雇用できるようにする。

サービス
概要

実施主体 島根県大田市、株式会社バイタルリード、井田地域自治会、福光タクシー、石見交通株式会社、広島大学大学院国際協力研究科、
島根大学総合理工学部、鳥取大学大学院工学研究科

導入効果 ・当該地区の高齢者人口の10%弱に相当する人数が会員として登録
・外出回数が増えた会員が全体の59%。一人1か月あたり平均4.2日の外出増

（4）大田市

①定額タクシーの実証運行
ドアtoドアの乗合輸送サービスを月額乗り放
題で提供。サービス提供時間帯は平日の
日中時間帯で、地域に1台の車両を常駐。
他交通機関との接続、救援事業なども実
施。
宅配便の端末輸送等の貨客混載を構想
中。

②予約・配車システムの構築
ドアtoドアの乗合輸送サービスの提供を可
能とするための予約受付・経路計算・配車
のシステムを構築。需要が散在し、車両供
給も少ないことから、都市部と異なり、予約
内容を少々ずらしてでも一つの車両に束ね
ることを優先した設計としている。
ただし、現状では旅客向けには電話での予
約受付で、運行管理にシステムを利用。

③輸送サービスを活用した小さなビジネス・
健康づくり活動の実施

輸送サービスを通して「小さなビジネスづくり」
活動を実施することで、地域住民の所得増
を図り、輸送サービスの代金を負担できるよ
うにする。
また、輸送サービスを通して「健康づくり活
動」を行い、介護予防につなげる。

課題と
解決の道筋

【地域の状況への対応】
• 小さな都市でAI配車システムを導入しても、アルゴリズムの問題やシステム利用料等により、効率向上につながらないこともある
【事業者の主体的取組促進】
• 運行回数に対する変動契約としており、あいのりタクシーの運行回数が増えるほど補助負担が増える
【リアルタイムのデータ連携】
• 鉄道やバス事業者のリアルタイム情報が公表されていない
【データ活用のニーズ】
• 効果的な配車、運行ルートの選定への活用が考えられる
【オペレーションの効率化】
• 過疎地では、オペレーションの集約化は経費が増えるだけで成立しにくい
【収益確保】
• 収益性の確保が必要。過疎地では一定の行政からの支援も必要
【交通事業者の経営感覚】
• 経営環境の形成を考えられる事業者が必要
【高齢者等のデジタルデバイド】
• スマホもクレジットカードも持っていない
【介護予防の効果】
• 市の補助で確保した輸送サービスにより市民の介護予防効果を還元。行政や大学による効果計測を期待
【新型輸送サービスの運賃設定】
• 相乗りタクシーの月額料金の妥当な金額設定が課題
【他サービスとの連携時の課題】
• 救援事業を実施する区域では、乗合事業から乗用事業への切り替えが必要
【既存の交通事業者等との連携体制】
• 既存の路線バスに補助を出しているので、路線を廃止してほしいと自治体からバス事業者にはいいづらい
• 井田いきいきタクシーは既存バスとは競合しないようにしている
【便利屋・買物代行事業】
• 周知したが地域住民の利用に広がらない
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福光タクシー（一般乗合（区域運行））

大田市

住民

・産直市への出荷依頼（未実現）
・救援事業の利用

■大田市

小さなビジネスの開発により、サブスクリプ
ション費用の負担力を高める構想

市の補助で確保し
た輸送サービスに
より市民の介護予
防効果を還元（行
政や大学による効
果測定を期待）

輸送サービス提供により自動車保
有コストが減少し可処分所得増加

※現状では実証実験であるため、本事業は
住民・大田市・バイタルリード（順不同）
の3者の同意・協力のもとに進められている。
将来的・他のエリアにおいては、行政が地
域の交通確保と小さなビジネスを合わせて
考えていくことをイメージしている。
料金と会員数によっては、補助金なしで黒
字運行実現を計画している。
横展開を考慮し道路運送法許可により実施。

石見交通 JR西日本
大田市営バス
（代替バス）

配車時にJR西、路線バスへの乗継ぎ
および予約時刻がある通院を優先す
る形で連携

朝夕のスクールバス的
運行

「定額」タクシーとすることにより、
通院・買物に限らない外出を促進

持続可能な事業と成るよう「定額タクシー」「総合生活
産業」のスキームを模索。

社会小さなビジネス

運行のための話し合い（ワークショップ）

健康づくり活動

財政改善

福光タクシー
オペレーター

電話予約オペレーションの集約化はビジ
ネスとして成立が困難。将来的にはスマ
ホ普及による自動化を構想

タクシーの経営力の強化。
事業性改善によるドライ
バーの待遇向上（若者の
雇用を目指す）

市としては、場所に
よっては定時定路線
バスからの将来的な
見直しを意識

過疎地なので、協賛金を期待
できる事業所は見当たらない。

過
疎
地
向
け
配
車

シ
ス
テ
ム
を
提
供

シ
ス
テ
ム
利
用
料

料
金

収入

井田いきいきタクシー
平日8:30-16:30 月額3300円乗り放題
運行地域：井田地区内+4地点（温泉津等）
1台（タクシー事業者の厚意で、必要に応じて2台目を配車）
※都度払い料金も形式的に設定

口座振替に
よる集金
（クレジッ
トカードへ
の抵抗感）

バイタルリード

安価なシステム利用料

生活サービス事業が
既存事業者（個人）
と競合する場合あり

実証実験後の長期継続による信頼確保

まちづくり推進協議会
立上げ準備中

従前の市営バスの運行
補助相当額まで補助。
運行回数が増えるほど
補助負担が増加。
事業者のモチベーショ
ンが上がる契約方法が
課題。

予約をずらして移動を束ねる
ことで、少ない台数で多くの
移動ニーズに対応する設計

バスロケが無く、JRの遅延情報
公開が十分でないため、待ち時
間が発生。リアルタイム情報が
あれば乗り継ぎ時間を短縮可能。

路線バスと競合しない定額タク
シーのサービス設計

地域で稼ぐ仕組みづくりで、
地域住民の負担を軽減。

タクシー日報に基づいた、定額タ
クシー化の収支改善効果の試算

スマホや予約方法を
教える教室を提案

新モビリティの主軸となる箇所
経路検索に関わる情報の流れ
購入支払いに関わる情報の流れ
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モビリティ
ビジョン

•地方都市や観光地等の人口規模の大きくない都市において、地域の多様な事業者に能動的にかかわってもらうことで、
持続的に運営可能な「ローカルなモビリティサービス」を構築すること

サービス
概要

実施主体
【協議会の構成員】会津乗合自動車, 会津鉄道, 東日本旅客鉄道, デザイニウム,アルプスアルパイン, NEC会津イノベーションセンター,

福島大学経済経営学類吉田研究室, KCS,会津若松市,三菱商事
【オブザーバー】ITS Japan ,会津大学 【連携団体】観光ビューロー, 会津圏域公共交通活性化協議会

導入効果 ・交通事業者が整備したプラットフォーム上で、MaaS事業者がサービス競争を行うことにより、良好なMaaSサービスを持続的に提供できる。

（5）会津若松市

＜修学旅行生向けサービス※＞

• 修学旅行の自由行動中にアプリをイン
ストールしたスマホを貸し出して実証

• 市内の移動ルートの把握への活用性
• 降車地点の把握への活用性

＜のれま～すサービス※＞

• バスの一日乗車券や定
期券を対象に、1,000
円/日のタクシーチケット
を付与

• 個別の支払いに比べ、お
得な料金のパッケージ商
品として販売

バス
↓乗車券

タクシー
↓乗車券

＜連携基盤＞

• 交通事業者は、GTFS形式でのデータ基盤と
MaaSプラットフォームを構築し、データをオー
プン化

→MaaS事業者の自由参入と競争を促すこと
で、サービス向上と持続性向上を図る

出典：インタビュー結果をもとに作成

出典：デザイニウム公式facebook（2020年9月28
日閲覧）

出典：会津バス「会津Samurai MaaSプロジェクト 会津まちなかMaaS実
証事業「のれま～す27」の実施について」
（https://news.aizubus.com/entry/2020/02/25/162232 2020
年9月28日閲覧）

※2019年度の実証実験で終了している ※2019年度の実証実験で終了している

課題と
解決の道筋

【体制の構築】
• 交通事業者もIT企業も包み隠さず話ができる関係構築が重要
• 関係する市町村で足並みが揃わない場合がある
【アプリ等の利用しやすさ】
• アプリは初期費が高く、ランニングも発生し、導入する費用負担が重い。

地域で一元化するのは現実的ではない
【リアルタイムのデータ連携】
• 運休や減便などの情報がリアルタイムに反映されない
【個人情報】
• GDPR対応に苦労
【データ形式】
• アプリが読み取りやすい形式でデータ化されていない
• データ連携がしにくい形式でデータ化されている
【データの共有】
• データを出したい会員と出したくない会員にわかれる
【発券・乗車確認】
• 発券の仕組みが標準化されていない
【データ活用のニーズ】
• 利用者データがないため利用実態に合わせた配分が行えていない
【データ取得】
• ログ情報が降車側でしか取得できない
• 特定の人の履歴しかとれない
• 混雑状況の取得が課題
【分析のためのデータ提供が行われない】
• 市が保有しているデータがわからず、活用できない
【データ提供の基準】
• どの情報を誰に提供してよいのか明確でない
• 市の内部でもデータを提供してもらえない場合がある
【データ保有や管理等のルール】
• 地域でデータが保有、活用できるようにすることが重要
• 決済情報の扱いについて要検討
• データの保有者、管理の受け皿について要検討

【運行効率】
• 街路の形状から、AIオンデマンドバスで運行効率が良くなるか不透明
【高齢者等のデジタルデバイド】
• 高齢者はアプリをあまり使えず、なかなか普及しない
• 高齢者はICTに対して受容性が低い
【自治体の人財】
• 人事異動により継続性が保ちにくい
【ダイナミックプライシング】
• ダイナミックプライシングをより柔軟に使いたい
【定期券】
• 多様な定期券の種類が提供できるようにしていきたい
【新型輸送サービスの運賃設定】
• 相乗りタクシーで乗車時間の異なる複数人の料金設定が難しい
【旅行業としてのMaaS】
• 値付けに事業者が関われるように、旅行業法は使いたくない
【既存の交通事業者等との連携体制】
• ライドシェアはタクシー業界として反対の意向が強い
【商業連携】
• 店舗情報の正確性、鮮度保持が課題
【連携の進め方】
• 観光施設や宿泊施設との連携が課題。行政からの依頼だとお金の話に

なり、交通事業者は会社同士の話となる
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クレジットカー
ド登録に拒否感

→プリペイドカー
ド利用を検討

利用者（住民・観光客）

みちのりHD

会津
鉄道

JR
東日本

会津乗合自動車
（バス・タクシー）

連携基盤
システム

HERE
(ロケーション
プラットフォーム)

デザイニウム
（Samurai MaaS: Webアプリ）

アルプスアルパイン
①乗用タクシーの相乗
マッチングアプリ

他のアプリの
運営者

KCS

会津若松市

傘下

・データのオープン化によるMaaS
アプリ市場の競争環境づくり
←交通事業者によるアプリ開発は
負担が重い。

・乗車確認に支障がないように
チケッティング標準化が必要観光MaaS

・大内宿観光割引きっぷ
・修学旅行生向け周遊バス１
日乗車券

生活MaaS
・バス乗車券＋定額タクシー
・高校通学定期券デジタル化

協議会事務局（非自治体で回りやすい）

■会津若松市

関係者間の調整、住民のニーズ把握、スマホ講習会の開催、広報と使い方の普及

スマートシティ

（コロナ禍により現在保留）

Via
②AIオンデマン
ドアプリ

D.共通チケット発券システム
E.デマンド交通と定時定路線サービスを組み込んだ検索システム

【期待の一つ】
・コロナ禍・緊急時における車内混雑、運休等情報のリアルタイム提供
・移動データを各交通事業者で取得することによる運行計画の見直し、収益配分への活用の可能性

【HERE（ロケーションプラットフォーム）上に構築】

三菱
商事

ジョルダン
（公共交通データHUBシステム）

時刻表・料金・運行・バスロケ等
オープンデータ

EU客へのMaaSアプリ配
信には、GDPRの範囲や
内容の理解が課題
→EU市民対応の標準約款
等の策定は必要ないか

通勤AIオンデ
マンド実証

Webアプリ採用により、
インストールやカード情
報登録等の煩雑さ回避

福島
大学

検
索

【タクシーデリバリー
実験】
広いエリアでは運用効
率が低下。エリアの設
定や値付けに課題

観光MaaSの共同商品開発予定

会津鉄道はGTFS形式での連
携に課題があり非連携
→時刻表pdfをアプリに掲示

会津Samurai MaaSプロジェクト協議会（網掛け組織がメンバー）

Google Mapの課題
動的情報の反映に制約
検索履歴等データが
Googleに取られる。
→HEREプラットフォーム
への変更を検討

購
入
・

支
払
・

予
約

検
索

利用者（住民）
購
入
・

支
払

発
券

手
数
料

自由に日数を選べる定期券等の
検討に際し、運賃届出制が課題

・GISデータ化された住民分布データを用いて潜在需要を見える化し、バス路線統合の合意を形成した実績
・実績データ、検索したが利用しなかった履歴等も活用する方針で、将来的には都市OSに繋げ、都市経営に役立てる
・移動データの協議会外への提供時の個人情報対応・使用範囲制限等が課題
・行政の各種データのオープン化が課題

交通事業者が自社サイトで提供
する検索システムは維持費の割
に利用されていない。アプリか
ら提供したほうが利便性が高い
ため、連携基盤等に検索用デー
タを無償提供する方針（みちの
りＨＤ）

情報と交通の結びつく場がMaaS協議会。
値付け等は既存の公共交通会議の枠組みで

GTFS（テキストデータ）の課題
動的情報をアプリに反映するまでに、データ変換等によるタイムラグが発生
→API化でアプリが情報を直接取得する方法とAPI標準化等を検討

データ
に基づ
く収益
配分が
課題

モビリティのメニュー選択肢を増やし、束ねる

・上限運賃制度によるダイナミックプライシング
の制約

・業種・モードを超えたサブスクリプションを
ワンストップで可能とする規制緩和

タクシー不在の過疎等地
自家用有償運送を計画。
制度の柔軟化を希望

移動データの所有権、
協議会等での使用範囲
等のルール整備が課題

将来的な電子決済の方
法はQRコード、EMV等
を検討

ビジネス移行時に、
決済情報の共有の考え
方が課題

高齢ドライバーの
タブレット操作等
に苦労

負担金

助言・サービス設計（非自治体で継続関与する人材）

発
券

手
数
料

まちなかコニュニティーMaaS

福島県（会津地方振興局）

乗車時間に応じた運賃分
担のバランス、事前確定
運賃の申請手続きが煩雑

タクシーの
収入安定化
の仕掛けの
一つ

観光MaaSや商業施設への貢献（来訪者増）をMaaS
の収益につなげる

新モビリティの主軸となる箇所
経路検索に関わる情報の流れ
購入支払いに関わる情報の流れ

将来的な連携を検討

A.運行情報のリアルタイムな反映システム及びデータ可視化ツール
B.店舗・施設情報の管理システム（POI CMS）＜店舗等が営業・混雑情報等を直接入力し、更新可能＞
C.オンデマンドによる需要創出型チケット発券システム

【日立地域MaaSで開発】住民ニーズに合ったサービス検討・施策連
携のため、13市町村の定期的勉強会を提案

GTFSデータの利用

収益配分
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モビリティ
ビジョン

•人口減少が止まらない中で収入を観光客だけに頼るのは限界である伊豆を、インフラを今後も維持することのできるサステ
ナブルな地域にする。

• Izukoによる来訪の仕掛けづくりを先行的に行い、ワーケーション、2地域居住推進に向けた不動産活用と技術イノベー
ションを通じて関係人口を増やし、生活関連事業で収支の改善を目指す。

サービス
概要

実施主体
(小字：実行委
員会構成組織)

・東急株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、株式会社ジェイアール東日本企画
（一社）美しい伊豆創造センター、楽天株式会社、伊豆急行株式会社、東海自動車株式会社、伊豆箱根鉄道株式会社、伊豆箱根バス株式会社、
株式会社伊豆クルーズ、（一社）伊豆半島創造研究所、静岡県タクシー協会伊豆支部、JR東日本横浜支社、JR東日本レンタリース株式会社、静岡県庁

導入効果 ・アプリダウンロード数は2万件を達成したほか、Phase2のデジタルパス類の販売数はPhase1と比較して5倍以上となった（公表資料より）。
・伊豆地域の事業者間の連携が進んだ。

(6)伊豆エリア

【Phase1：2019/4/1~2019/6/30】

【Phase2：2019/12/1~2020/3/10】

【Phase3：2020/11/16~2021/3/31】
概要
日本初の観光型MaaSとして、専用ア
プリIzukoをリリースした。
伊豆半島東部および中央部の移動に
有効なデジタルフリーパスが目玉である。

概要
Phase1の課題を受け、システムをアプリからWeb
ブラウザに変更したほか、デジタルパスの種類の増
強及び伊豆半島北部へエリアを拡大した。また、オ
ンデマンド交通の予約システムを強化した。

概要
伊豆地元のバス会社やフェリー会社
などと連携を図ることにより、サービス
エリアが伊豆半島西部および清水・
静岡にまで拡張された。
IT企業でワーケーションをする若者
など、ターゲットを明確化している。課題

使いにくいUI、エリア拡大による観光コ
ンテンツと商品の拡充による伊豆に来
たくなる魅力づくり

課題
地元の交通事業者との連携が図れないことによる
限定されたサービスエリア、今後のサービス持続に
向けた人材の確保

【各Phaseのサービス内容】

伊豆地域を訪れる観光客に対して、専用アプリ”Izuko”を通じて、2次交通(路線バス、AI型オンデマンド交通、自転車、レンタカー等）のスマートフォン
予約・決済、公共交通のデジタルフリーパスや観光施設のパスを提供し、シームレスな移動環境を整備する。

Izukoのサービス

課題と
解決の道筋

【ビジョンの共有】
• 多様な主体との関係構築にはビジョンの共有と、ビジョンに基づく自律的

な行動が重要
【体制の構築】
• 行政内部の縦割り的な対応が課題
【アプリ等の利用しやすさ】
• スマホアプリでは、開発費用が高騰する上、システム変更も時間と費用が

掛かる等、問題が出てきたためWEBアプリに変更。また、スマホアプリはス
マホに一旦ダウンロードすれば動作は早いので頻繁に利用する場合は便
利である一方、スマホにダウンロード・インストールする必要があり、かつ、
通信容量も相応に使うことから、スマホに詳しくないユーザーにはWEBアプ
リが便利

【実行母体】
• 将来的な実行母体が悩み
【データ活用のニーズ】
• データを活用して仮説をたてて考えることに取り組みたい
• 観光商品の企画にあたり、多様な主体が含まれると費用が膨大。利用

実績データにもとづいて配分できるようになる
【運転手の確保】
• 運転手不足の中、新しいサービスを提供しようとするには人財の育成、確

保が課題
【オペレーションの効率化】
• オンデマンド交通の配車について、配車センターが事業者毎であり、オペ

レーターの人員が余剰
【新しい交通サービスの使い方】
• 観光や地元の移動など、AIオンデマンドを行政としてどのように使っていく

のかが課題
【高齢者等のデジタルデバイド】
• オンデマンド交通は、地元住民はスマホ利用など、ITリテラシーの壁があり

難しい
【利用者の認識】
• 新型輸送サービスがどれだけ使ってもらえるかが課題
【連携を牽引する人財】
• 共有連携を進め、自立して努力していく人財が不足

【自動運転の課題】
• 自動運転は右側を走るほうが安全だが、道路交通法ではキープレフトと

なっている
• 人を感知すると自動運転車両は停止するため、見学者の場合でも停止

してしまう
【二種免許の課題】
• 二種免許がないと有償運送ができず、ドライバー不足が課題
【既存の交通事業者等との連携体制】
• AIオンデマンドには、お互いの交通事業者のテリトリーなどの懸念がある
• オンデマンド交通は、既存バス事業者と競合するため調整が難しい
【連携の進め方】
• 誰が軸になるかが課題。行政主体ではMaaSで踏み込んだことをやるの

は難しい
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利用者（観光客）

事業主体
東急、JR東日本

JR東日本 伊豆急東海自動車 伊豆箱根鉄道 伊豆箱根バス

AIオンデマンド交通
・既存バス事業者との関係について、AIオン
デマンド交通の担い手とし、路線競合しな
い商品設計で改善
・住民向けにテレビリモコンで予約可能とし、
医療施設等に停留所を設置（Phase 2）
・手荷物運搬サービス、宿泊施設送迎代行に
より、運行費を施設側が分担する可能性
・配車アプリを活用し、会社毎の配車セン
ターを統合して、オペレーターを高付加価
値の仕事に回し、経費削減を期待
・数年後の課題（中学校統合によるスクール
バス運用など）の解決への活用を期待

美しい伊豆創造センター（DMO）

■伊豆エリア

下田市

・様々な企業をシームレスにつなげるには、ビジョン・理想
を共有し、自律的に取組むことが重要。このために、関係
者と共有・連携を進め、継続して対応できる人材が必要

伊豆のサステイナブル化

Izuko
(webブラウザによるサービス) Phase1：海外企業moovelが開発したアプリでは、

トラブル時の即時対応やユーザビリティの認識
に差。スタートアップは人員不足等。

購買データの提供・
管理画面共有
データから仮説づ
くりを行う人材・
ムードを作ること
が課題

・MaaSは単体では儲からないが、Izukoを皮切りに来訪する仕掛けをどのように作るかが大事。
・観光やワーケーションなどで関係人口を増やし、不動産購入を増やすとともに、不動産活性化に付随する生活関連サービス事業の活性化を促す
・自動運転という省力化の技術イノベーションを通じて、人が減っても交通インフラのサービスを維持する方法を検討

検
索

オ
ン
デ
マ
ン
ド
交
通

配
車
予
約

静岡県

・デジタルフリーチケット（例 2日間の
バス・AIデマンド交通、２日間の鉄
道・バス＋フェリー片道１回券）、デ
ジタルチケット（観光・飲食施設等）
・レンタカー・サイクルとリンク連携
・観光商品の事前購入機能
・東伊豆ワーケーション層（午後休暇）
：割引クーポン→移動・購買データ分析

多くの交通事業者が関わる企画乗車券は高額になる。
利用実績データによる収益分配が課題

ヴァル研究所
（mixway API）

購
入
・
支
払

1度訪れるだけの観光客にとって、アプリのダウ
ンロードが手間であるため、Phase2でwebブラ
ウザに変更。運行情報等の柔軟な変更が可能に
なり、開発・運用費が低減

デジタル
チケット
プラット
フォーム

販売
手数料

時刻表・料金
等データ

ジェイアール
東日本企画
（Wallabee）

使用料

使用料

未来シェア
（SAVS）

使用料

網掛け組織：伊豆における観光型MaaS実証実験実行委員会のメンバー

Phase3（専ら観光）から
AIオンデマンド交通の事業者

・宿泊施設、観光施設、一次産業（農林水産品）、商工
業（加工品）との連携を広域で主導することが期待 東京所在社が主導でも、補助金申請は、現地会

社が中部運輸局に行う必要があり、手間

案内所・ホテルでのアプリの周知は効
果的だが、協力金を支払う余裕がない。

・停留所設置等デマ
ンド導入の調整
・携帯等データを活
用した効果測定調
査、二次交通のあ
り方検討のための
調査の補助

・行政主体では、リスク覚悟で踏込む取組は難
・交通等担当課が観光、医療等他分野の担当課と
連携する機能の強化が課題
・市等職員の新モビリティー関係専門性が課題
・Izuko予約等データについて、店舗を含めた
観光促進に利用したい。

・市民説明会
・スマホ説明会も
将来検討

熱海市

Phase3では、登録認証方法：メールアドレス・
googleアカウントに、楽天会員ID・LINEアカウン
トを追加。決済：クレジットカードに、モバイ
ルSuica・楽天payを追加

・自動運転の実証
・東急等とワーケー
ション推進協定

新型コロナ対応
・駅や観光施設のリアル
タイム混雑情報の表示
（VACAN）

熱海駅等でQRコード
読取機設置実証

収益配分

新モビリティの主軸となる箇所
経路検索に関わる情報の流れ
購入支払いに関わる情報の流れ
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モビリティ
ビジョン

• バス路線の減少等により、都市近郊住宅地（坂道、狭い道路）等で買物や通院の移動が不便になる高齢者が出ている。放置しておくと、
高齢者の閉じこもりを助長し、自治体の医療費財政にも悪影響が予想される。行政として外出支援を行うことが必要と考えられる。

• このような高齢者の外出機会創出を促進する移動手段としては、デマンド乗合交通が想定されるが、利用料金を通常の公共交通並みに抑
えるデマンド乗合交通について、高齢者の買物・通院だけでの事業採算性は望めない。そのため、店舗の協賛金収入などを得ることとした。

サービス
概要

実施主体 アイシン精機・地元自治体

導入効果
・豊明では、1740人の高齢者が会員登録をしている。
・わずか2年で現在広く全国各地に横展開し、現時点の運営地域は、愛知（豊明）、兵庫（猪名川町）、群馬（明和町）、鹿児島
（志布志）の4か所で、2020年10月に長崎（雲仙、五島）、滋賀（竜王町）、岐阜県（各務原）、愛知（岡崎、幸田）が開始予
定である。

（7）チョイソコ

• デマンド乗合交通の車両運行（運転手）は、地域のタクシー会社に委託。
• アイシン精機は、利用者からの電話予約に対応して、乗り合い交通のオペレーションはナビゲーション運行システムを活用して行う。
• 乗降時刻の見込みの設定・連絡については、利用者に対しては予約申込電話での応答中に、車両運転手に対してはシステムを通じた、

車載タブレット上の表示により行う。
• 予約システムは、当初はITを活用して行っていたが、利用者が使いこなせず、電話によりオペレータが対応することで落ち着いた。アナログ

も使うことにより、投資費を抑えることができている。

課題と
解決の道筋

【アプリ等の利用しやすさ】
• 携帯電話を持っておらず電話予約しにくい人への対応が課題
【事業者の主体的取組促進】
• 補助金だけの形式では、利用者が増えても運営事業者の収益にならず、事業者の取組の主体性が減る。このため委託料は１日１車両あたりの単価を

収入補償的に設定し、利用者から運賃収入があれば委託料が減る仕組み
【利用促進の取組】
• 高齢者の外出機会を促す有料イベントを企画、運動・健康イベントに連携して施設利用料金割引と組み合わせた利用企画を実施
【その他事業者との調整】
• 福祉向けチョイソコの認可を得ようとしている地域があるが、既存介護事業者との営業の関係、車椅子乗降時間の計算の難しさなどから、現時点で車椅

子対応しているチョイソコはない
【データ活用のニーズ】
• 曜日や天候と利用実績データを活用したシステムのAI化等を検討中
【オペレーションの効率化】
• チョイソコはアイシン精機のオペレーションセンターで集中運用されており効率的
【協賛金の活用】
• 民間からの協賛金を確保するとともに、自治体の財政支援を得る
【高齢者等のデジタルデバイド】
• 高齢者はアプリをあまり使えず、なかなか普及しない
【既存の交通事業者等との連携体制】
• タクシーが充実しているところにデマンド交通を導入する場合に調整が難航
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市町村

タクシー事業者

高齢者等の登録会員

アイシン精機株式会社（事業主体）

地域の薬局等事業者

委
託
料

料
金

豊明市地域における既存公共交通機関との役
割分担と連携について
・名鉄バスの高収益路線（駅と藤田医科大学病
院等の間）との競合を避ける一方、名鉄バスの
赤字路線は、チョイソコの昼間運行により、減便が
可能になった。
・ひまわりバス（コミュニティバス）は市内主要施
設（公共交通結節点）と住宅密集地の循環路
線等に注力でき、運行本数を増やした
・タクシー事業者は低稼働時間帯について、チョイ
ソコの運行を受託することで、一定収入が保証さ
れる。
・課題：乗合運送とすることについて道路運送法
上の乗合免許が運行主体に必要とされる場合、
小規模な地元タクシー事業者は必ずしも当該免
許を持っていない。

コミュニティバスより高く、タクシーより安く
(例 1回200円）

重要な収入源として、
果物収穫等高齢者
の外出機会を創出す
る有料イベントも企画

住民の傾向を分析し、
イベント案内等を郵
送するなどきめ細やか
な対応

送迎車を持たない立寄施設にとっては、近傍に停留所が
設定されると、効率良く集客できる。
チョイソコは、高齢者の外出立寄りが想定される施設を含
む様々な事業者からの協賛金を確保

１日１車両当たりの定額を収入
保証（利用者からの運賃収入が
あれば、その分は委託料が減る）

道路運送法上の運送主体

チョイソコ（イメージ）

資料：三条市「三条市におけるデマンド交通の取り組み」
三条市サイト「三条市デマンド交通」

複数市町村の運行地域の電話予
約・車両手配システム等のオペレーショ
ンを一箇所に集約して費用削減・企

画業務等との一体的人材運営
負
担
金

利用者が増えるほど補助金負担が減少
補助金負担を減らすためにも、協賛事業
者や利用者の増加を後押し 運行回数（乗車人数・

運行距離）に応じて負
担金をタクシー事業者に
支払う。

→利用者が増えるほど、
行政負担額が増加

市町村のデマンド交通の例

市内タクシー事業者

住民 住民等

路線バスより
高く、タクシー
より安く

料
金 登録不要

（誰でも利用可能）
※1時間前までに電話予約

タクシー事業者のノウハウ
（予約受付・配車システム）
を活用して運行

定額

運行委託
例：平日9～16時 全日9~18時

資料：アイシングループ・関係自治体・社会福祉協議会へのヒアリング

子育支援として、母
親向け託児所付テレ
ワークステーションへ
の提供、送迎も開始

道路維持管理
支援サービス
等の提案

（地域公共
交通協議会）

■チョイソコ

地域の状況に合わせてカスタマイズが可能
・タクシー業者の営業所が無い地点に集中的に配置 またバス幹線ダイヤとの乗り継ぎを重視した運行時間を設定（五島市）
・利用者数増加に応じ、時間当たり委託単価を上げる（雲仙市）
・デマンド以外の時間帯に、農家と直販所との集荷・配送を行う（貨物運送許可の取得が前提。非混載)（各地域で検討中）
・自宅と指定停留所（他市町村地域を含む。）との間でデマンド運行する。（群馬県明和町社会福祉協議会）
・アイシン精機以外が事業主体になる（アイシン精機のオペレーションを有料で利用）
・webアプリによるスマホ予約（岡崎市）

利用地域・利用者が増えるに従い、
スマホ予約を促したい

・事業として持続できるよう、
民生委員及びボランティ
アによる交通サポーター
が周知活動（明和町）

・自家用有償では、移動
に限定されがち

新モビリティの主軸となる箇所
経路検索に関わる情報の流れ
購入支払いに関わる情報の流れ
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